
最新ニュース 
Ẍ  2018. 10.15  

金融財政事情研究会『季刊 事業再生と債権管理』（秋号 2018 年 10 月 5 日）の『巻頭言』において、森俊彦会

長の「持続可能なビジネスモデルの実現に向けて」を掲載 

Ẍ  2018. 10.15  

西日本新聞『統合承認を問う FFG、十八銀行』（9 月 29 日付け）において、森俊彦会長の「顧客本位の考えに立

つと、統合以外の将来像も描ける」を掲載 

Ẍ  2018. ỉ.30  

森俊彦会長が委員を務めている環境省『ESG金融懇談会』が提言『ESG 金融大国を目指して』（環境省 HP 掲載）

を公表 

詳細はこちら 

 

Ẍ  2018. 7.5  

森俊彦会長が金融庁『融資に関する検査・監督実務についての研究会』の委員に就任 

詳細はこちら 

 

Ẍ  2018. Ỉ.21  

2018 年 6 月 20 日付け北海道新聞『中小企業と金融機関 平時から信頼関係を～憲章制定記念セミナー』におい

て、森俊彦会長が、北海道中小企業家同友会主催、中小機構北海道共催、経済産業省北海道経済産業局・財務省北

海道財務局等後援『中小企業憲章制定 8 周年記念セミナー』の基調講演とパネルディスカッションに加わった内容

を掲載。 

詳細はこちら 

Ẍ  2018. Ỉ.21  

2018 年 6 月 21 日付け北海道建設新聞『同友会 信頼深め地域社会構築 ～中小企業憲章制定記念セミナー開催』

において、森俊彦会長が、北海道中小企業家同友会主催、中小機構北海道共催、経済産業省北海道経済産業局・財

https://www.env.go.jp/press/105755.html
https://www.env.go.jp/press/105755.html
https://www.ndk-abl.org/documents/iinlist.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/iinlist.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.6.21.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/newspaper.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/newspaper.pdf


務省北海道財務局等後援『中小企業憲章制定 8 周年記念セミナー』の基調講演とパネルディスカッションに加わっ

た内容を掲載。 

詳細はこちら 

 

Ẍ  2018. ệ.21  

ḭ2018 3 22 ṕ Ṗḭ ṡ Ӹ

Ṣ ḭ ︡

ḭצּ ồớ  

 

Ẍ  2018. ệ.21  

ḭ2018 3 20 ṕ Ṗḭ ṡ Ӹ

Ṣ ḭ ︡

ḭצּ ồớ  

 

 

Ẍ  2018. ệ.10  

צּ ךּ ṣ ṇ Ṥּצ ṣ

︣ Ṥṕ HP Ṗ  

 

 

Ẍ  2018. ệ.1  

צּ ṣESG Ṥ   

 

Ẽ  2018. 4.16   

וֹ 30  3  2018 ṣ  Ṥ ךּףּ ḭ  

ḭצּ ṕ3  20 Ṗḭ ṕ3  22 Ṗ ḭṡ Ṍ

https://www.ndk-abl.org/documents/newspaper.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/newspaper.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.6.21.pdf
http://fukuoka.mof.go.jp/rizai/pagefukuokahp017000116.html
http://fukuoka.mof.go.jp/rizai/pagefukuokahp017000116.html
http://chugoku.mof.go.jp/kinyusyouken/kinchou/shinpo/300320shinpo.html
http://chugoku.mof.go.jp/kinyusyouken/kinchou/shinpo/300320shinpo.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kensho_hyoka_kikaku/
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.5.1.pdf


וֹ  ṌṢ ṇ

Ḯ  

Ẽ  2018. 4.16   

וֹ 30  3  2018 ṣ ṇ  Ṥ 

ךּףּ ḭ ḭṡצּ Ṣ ṇ ︡ Ḯ 

Ẍ  2018. 4.10  

2018 ṇ ףּ ṇ פֿקּ ︡ ︣Ḯ 

●第 7 回日本動産鑑定賛助会員の集い 

2018 年 4 月 27 日（金） 13：00～17：00  （於：日本橋公会堂） 

終了後に懇親会を予定しています。 

●第 22 回動産評価アドバイザー養成認定講座・の開催 

2018 年 5 月 14 日（月）～18 日（金）、認定試験 5 月 19 日（土） 

●第 5 回事業性評価アドバイザー養成認定講座の開催 

2018 年 6 月 22 日（金）・23 日（土）、認定試験 6 月 23 日（土） 

 

Ẍ  2018. 3 .12  

ḭ2018צּ 3 22 ṕ Ṗḭ ṡ Ӹ

Ṣ ḭ  

 

Ẍ  2018. 3 .12  

ḭ2018צּ 3 20 ṕ Ṗḭ ṡ Ӹ

Ṣ ḭ  

 

Ẍ  2018. Ễ.2Ị 

http://fukuoka.mof.go.jp/content/000191804.pdf
http://fukuoka.mof.go.jp/content/000191804.pdf
http://chugoku.mof.go.jp/content/000192370.pdf
http://chugoku.mof.go.jp/content/000192370.pdf


ḭ2018צּ 3 5 ṕ Ṗḭ צּ ḭ

צּ ṡ ṣוֹ Ṉ ṈṤ  

 

Ẍ  2018.1. 26  

2018 1 26 וֹ ṣBehind the Curtai n  ṕ Ṗṡ

Ṣ קּ  Ṥ ךּףּ ḭ ḭṡצּ ṕ ễ

ṖṢ ︡ ṡ Ṣ ךּ ︡

Ḯ 

（説明資料） 

http://www.chusho .meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikata0

2.pdf  

（議事要旨）

http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai /syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikatag

y.htm  

森会長の発言ポイントは次のとおり。 

（１）中小企業は法人税統計で 7 割が赤字だが繰越欠損金による効果を取り除くと、単年度赤字は 4 割～5 割。こ

れを踏まえ、ミドルリスク先以下が 380 万社のうち、150 万社～190 万社。また、2025 年にかけて事業承継でき

ずに廃業する数が 130 万社。 

（２）商工中金は、８ページで示すビジネスモデルに抜本改革し、日本全国の中小企業の事業再生・業績改善に取

り組み、これができれば経営者保証なしの事業承継の実現に繋がる。 

ごくごく一部だが、民間金融機関でこのビジネスモデルを実践し、「顧客の営業ＣＦ改善＝生産性向上」の結果、

マイナス金利下でも、貸出利ザヤが反転拡大しはじめている。共通価値創造の実践。レイジーバンクが多いので、

商中がフロントランナーとなって、レイジーバンクを覚醒してほしい。 

（３）レイジーバンクがレイジーたるゆえんは、トップの「決断とスピード感」の無さ。８ページで示した『ビジ

ネスモデル＋ガバナンス＋組織形態＋人事・業績評価』が一気通貫になっていない。トップの決断にかかってい

る。 

（４）主役は中小企業経営者。ミドルリスク先以下 150 万社～190 万社は膨大な数なので、日本浮上に向けて、常

在戦場の危機意識をもって取り組むべき。商工中金と民間金融機関が「取ったとられた」の議論をしている場合で

はない。 

http://www.smrj.go.jp/chubu/seminar/100259.html
http://www.smrj.go.jp/chubu/seminar/100259.html
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikata02.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikata02.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikatagy.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikatagy.htm


（５）今般の商工中金不祥事で組織を 1/4 にせよなどの議論があるが、人心一新して主役の中小企業の活性化にま

い進すべき。雇用が生まれ、地方が活性化し、日本浮上が実現する。 

これが「国の目的」、「国民の期待」。 

 

Ẍ  2018.1. 5  

森俊彦会長が、『未来投資会議』（安倍総理が本部長）の『構造改革徹底会合』（三村日本商工会議所会頭が会

長）において、民間有識者として『顧客目線の地域金融』をプレゼンし提言（プレゼン資料は首相官邸 HP に掲

載） 

森会長の提言ポイントは次のとおり。 

（１）中小企業経営者の金融リテラシー向上①② 

（２）中小企業の「見える化」｢見せる化｣の推進①② 

（３）地域金融機関による「ミドルリスク先」以下への対応強化 

（４）中小企業経営者と金融機関の「信頼関係構築コード」の策定 

 

Ẍ  2018.1. 5  

森俊彦会長が、内閣府の『知財のビジネス価値評価検討タスクフォース』の委員に就任 

 

Ẍ  2018.1. 5   

森俊彦会長が、近畿・中国・四国各経済産業局・中小企業大学校関西校共催、近畿・中国・四国財務局後援の『地

域金融機関職員研修（2018 年１月 17 日）』の講師に就任 

 

Ẍ  2018.1. 5  

北海道中小企業家同友会の『北海道同友』（2018 年 66 号）において、森俊彦会長の第３４回全道経営者“共育”研

究集会における講演『中小企業経営者の金融機関との付き合い方と眼力強化～新しい金融政策を踏まえて～』を掲

載 

 

 

https://www.ndk-abl.org/documents/2018.1.5-1.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.1.5-2.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.1.5-3.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2018.1.5-4.pdf


 

Ẍ  201 Ị.1.1  
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Ẍ  2017.12. 22   



ṇ ףּ ṇ פֿקּ ︡ ︣Ḯ 
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Ẍ  2017.12. 20   

ṣ Ṥṕ12 Ṗ ṣ ףּ Ṥ ךּףּ ḭ

ṣ וֹףּ Ṥ  

 

Ẍ  2017.12. 12   

4  ṇỄ ṕ 29 11 18 Ṗ  

31  31 ףּ    ךּ︠פֿלּ ︣Ḯ 

ḭ ṇỄ  216  

Ẍ  2017.1 0 .30   

20  ṇ ṕ 29 10 7 Ṗ  

29  29 ףּ  ךּ︠פֿלּ ︣Ḯ 

https://www.ndk-abl.org/documents/12.20.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/12.20.pdf


ḭ ṇ  1,004  

Ẍ  2017.12. 12   

ḭ12צּ 11 ṕ Ṗ אל ṡ ṕ ễ ṖṢ ךּףּ ḭ

︡ ṡ Ṣ ךּ ︡ Ḯ 

森俊彦会長が、12 月 11 日（月）に開催された「商工中金の在り方検討会（第３回）」において、民間有識者とし

て「商工中金のビジネスモデル」について発言し会議での検討に加わった。 

http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikata02.pdf 

森会長の発言ポイントは次のとおり。 

（１）中小企業は法人税統計で 7 割が赤字だが繰越欠損金による効果を取り除くと、単年度赤字は 4 割～5 割。こ

れを踏まえ、ミドルリスク先以下が 380 万社のうち、150 万社～190 万社。また、2025 年にかけて事業承継でき

ずに廃業する数が 130 万社。 

（２）商工中金は、８ページで示すビジネスモデルに抜本改革し、日本全国の中小企業の事業再生・業績改善に取

り組み、これができれば経営者保証なしの事業承継の実現に繋がる。 

ごくごく一部だが、民間金融機関でこのビジネスモデルを実践し、「顧客の営業ＣＦ改善＝生産性向上」の結果、

マイナス金利下でも、貸出利ザヤが反転拡大しはじめている。共通価値創造の実践。レイジーバンクが多いので、

商中がフロントランナーとなって、レイジーバンクを覚醒してほしい。 

（３）レイジーバンクがレイジーたるゆえんは、トップの「決断とスピード感」の無さ。８ページで示した『ビジ

ネスモデル＋ガバナンス＋組織形態＋人事・業績評価』が一気通貫になっていない。トップの決断にかかってい

る。 

（４）主役は中小企業経営者。ミドルリスク先以下 150 万社～190 万社は膨大な数なので、日本浮上に向けて、常

在戦場の危機意識をもって取り組むべき。商工中金と民間金融機関が「取ったとられた」の議論をしている場合で

はない。 

今般の商工中金不祥事で組織を 1/4 にせよなどの議論があるが、人心一新して主役の中小企業の活性化にまい進す

べき。雇用が生まれ、地方が活性化し、日本浮上が実現する。 

これが「国の目的」、「国民の期待」。 

詳細はこちら 

 

Ẍ  2017.1 2. 12   

http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/syokoutyukinarikata/2017/171211syokoutyukinarikata02.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/20181212.pdf


 ṣ  12 Ṥ ךּףּ ḭ ṇ ṣ

צּ Ṥ  

2017.12.12  『月刊 リベラルタイム 12 月号』において、森俊彦会長のインタビュー記事『中小企業の活性化が

日本の活力になる』を掲載 

詳細はこちら 

 

Ẍ  2017.1 0 .10   

ṣ  Ṥṕ2017 10 2 Ṗ ṣּ︠ך ḵ ṇ

Ṥ ךּףּ ḭ ṣ ṇ פּךּ ︣ Ṥפּקּ  

詳細はこちら 

  金融仲介機能のベンチマークによって、中小企業経営者が自らのニーズや課題解決に応えてくれる金融機関を主体

的に選択する時代へとパラダイムシフトした。“顧客本位”の金融機関は、信頼関係のある企業に対して、雨が降っ

たときに傘を差し出し、雨が降る前から傘を準備することも厭わない。中小企業経営者はベンチマークを通じてこ

うした金融機関を見極め、本業に専念できる態勢を構築していくべきだ。 

中小企業経営者にとっては、「ベンチマークを活用することで『お金の借り方』や『金融機関の選択・付き合い

方』がしっかりし、本業に集中したうえで営業キャッシュフローを増加させること（生業ではキャッシュフロー維

持）」が大きな関心事である。中小企業経営者が活用すべき「ベンチマーク」を考えると、次の三つがあげられ

る。 

①「事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して対話を行っている取引先数、および、左記のうち、労働

生産性向上のための対話を行っている取引先数」（選択項目５） 

→ロカベン活用を含め事業を理解し労働生産性向上（＝営業キャッシュフロー改善）にいかに取り組んでいるか

（業績改善･事業再生に直結する）。 

②「運転資金に占める短期融資の割合」（同 33） 

→金融機関が専用当座貸越を活用した動態モニタリングによって雨が降ったときや雨の予兆があるときに寄り添っ

て本業支援をしてくれるか（本業支援に直結する）。 

③「経営者保証に関するガイドラインの活用先数、および、全与信先数に占める割合（先数単体ベース、同 11） 

tashirosaori.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/1010.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/1010.pdf


→廃業の背景には、業績改善が進まないもとでの「経営者保証」の存在がある。①と②によって事業再生や業績改

善が進めば「経営者保証」なしの事業承継も可能になる。 

ベンチマークのその他の項目には、メイン取引、無担保与信、創業支援、販路開拓支援、外部専門家、中小企業支

援策活用（中小企業基盤整備機構、よろず支援拠点、事業承継・引継ぎ支援センター）などがあるが、いずれも中

小企業経営者が着目する前記①～③から派生・連動するものと整理できる。 金融機関はこの①～③を軸に、ベン

チマークの各項目を組織的継続的に連動させ、事業再生や成長支援など“共通価値の創造”を真に実現しているかが

問われている。 

Ẍ   201 7.ị.20  ọỞểểṡ Ṣ צּ ︡  

ṡֿכ פּ  ¬ ḱ ºṢṕ9 26 ṕ Ṗ23Ḳ00 -23 Ḳ30 Ṗ  

ＢＳ１１「リベラルタイム」に森会長がゲストとして出演 

「これからの中小企業Ⅳ “中小企業の動産・知財評価”」（9 月 26 日（火）23：00-23：30 放送） 

詳細はこちら 

Ẍ   201 7.ị.14  ọỞểểṡ Ṣ צּ ︡  

ṡֿכ פּ  ¬ ºṢṕ9 19 ṕ Ṗ23Ḳ00 -23 Ḳ30

Ṗ  

ＢＳ１１「リベラルタイム」に森会長がゲストとして出演 

「これからの中小企業Ⅲ “変わる中小企業と金融機関の関係”」（9 月 19 日（火）23：00-23：30 放送） 

詳細はこちら 

 

Ẍ   201 7.8 .21  2017 8 18   ṇ

ḭABLצּ ḭṡקּ Ṣ אל ︡  

日本動産鑑定の「事業性評価アドバイザー１級」の認定資格をもつ、足利銀行 狩野春日部支店長の ABL への取り

組みに関する記事が掲載されました。詳しくは添付 PDF をご覧ください。 

PDF はこちら 

 

http://www.bs11.jp/news/post-14/
http://www.bs11.jp/news/post-14/
http://www.bs11.jp/news/post-14/
http://www.bs11.jp/news/post-14/
https://www.ndk-abl.org/documents/20170818.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/20170818.pdf


Ẍ   201 7.8 .18 אל  ỉ ṣ Ṥṕ ṇ Ḳ

וֹףּ Inc lusive Finance ṕ ṖṖ צּ אל ︡  

2017.818   北京にて開催された第７回『日中金融円卓会合』（テーマ：日本と中国における Inclusive Finance

（金融包摂））での森俊彦会長の講演（※）を含む議事録が公開されました 

（※）森俊彦会長「講演：『ABL 活用による中小企業の事業再生や成長支援について』」 

中国側からは北京大学、中国人民銀行、財政部、国家統計局など、日本側からは日本動産鑑定、神戸大学、北京大

使館、日本銀行北京事務所などが講演および発言。 

詳細はこちら 

 

Ẍ   201 7.8 .10  ṡ ṇ ךּ Ṣ אל ךּ קּ

︡ Ḯ 

詳細はこちら 

 

Ẍ   201 7.ỉ.31  ṕ2017 7 28 Ṗṡ ḭ Ṩ ḭ ·

Ṣ ךּףּ  בֿ

中小企業の不動産以外の資産に注目した融資が地域金融機関に広がっている。在庫だけでなく商標などの価値も判

定し、融資判断を助ける専門サービスも充実してきた。不動産担保頼みから抜け出し、新たな貸出先の開拓につな

げられるか注目される。 

ＮＰＯ法人の「日本動産鑑定」が在庫商品から家畜、機械設備まで幅広い動産の市場価値を評価。ＡＢＬを検討す

る金融機関を実務面で支援する。また、日本動産鑑定の業務提携先であるパナソニックの子会社「パナソニックＩ

Ｐマネジメント」が知財の評価を担う。 

森俊彦・日本動産鑑定会長は「動産や知財は企業の利益の源泉。それらを生かして融資をすることは、有望な企業

の事業再生につながり、人口減が進む地方の金融機関にとっての新たなビジネスチャンスになる」と話す。 

 

Ẍ   201 7.ỉ.18  ḱ ṣ7 1 ṡ ṢṤ ךּףּ ḭ

וֹףּ ṇṡṣ ṇ Ṥ ṣ ṇ ṇ Ṥ ḱ

︣ Ṣ  

http://fis.nri.co.jp/ja-JP/fmp/jp_cn_conference/discussion.html
http://fis.nri.co.jp/ja-JP/fmp/jp_cn_conference/discussion.html
https://www.ndk-abl.org/file/enagy.pdf
https://www.ndk-abl.org/file/enagy.pdf


ニッキン・特集『7 月 1 日は「銀行の日」』（7 月 14 日付）において、森俊彦会長の大阪銀行協会におけるセミナ

ー「『ベンチマーク』と『ローカルベンチマーク』の実践で中小企業・地域活性化を推進する」を掲載 

大阪銀行協会は金融機関に役立つ、タイムリーなセミナーを開催している。 

7 月 4 日には「『ベンチマーク』と『ローカルベンチマーク』の実践で中小企業・地域活性化を推進する」をテー

マに行員や信用金庫・信用組合職員など約 70 名が参加。日本動産鑑定の森俊彦会長を講師に招き、“ロカベン”や中

小企業庁の信用保証制度改革などのマクロ環境の背景と実務のポイント、事業性評価に基づく事業再生などの事例

を取り上げた。 

同セミナーでは、「銀行の日」のポスターを会場内に掲示し、趣旨も説明された。 

 

Ẍ   201 7.ỉ.ỉ 4  ṇỄ  

平成 29 年 11 月 17 日（木）～18 日（金） 

（平成 29 年 11 月 18 日（土）認定試験実施） 

詳細はこちら   

 

Ẍ   201 7.ỉ.ỉ 20  ṇ  

平成 29 年 10 月 2 日（月）～6 日（金） 

（平成 29 年 10 月 7 日（土）認定試験実施）  

詳細はこちら   

 

 

Ẍ 201 7.ỉ.Ệ 19  ṇ   

ṕ 29 5 20 Ṗ  

受験者 40 名 合格者 40 名 

合格者の皆様おめでとうございます。 

現在、動産評価アドバイザー認定総数 975 名 

https://www.ndk-abl.org/kouza/g04.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/g04.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/g04m.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/20.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/20.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/20m.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/20m.pdf


Ẍ 201 7.ỉ.Ệ 3  ṇỄ   

ṕ 29 4 22 Ṗ  

受験者 30 名 合格者 29 名 

合格者の皆様おめでとうございます。 

現在、事業性評価アドバイザー２級認定総数 185 名 

Ẍ 201 7.ỉ.3   

ṣ Ṥ 2017 7 ךּףּ ḭ ṇṣ ךּ Ṣ

קּ ךּ Ṥ  

中小企業経営者は、取引先の業績改善や成長支援に真に熱心な顧客本位の「進んでいる金融機関」を見極めるた

め、眼力を強化する必要があります。選択した金融機関と上手く付き合っていくには、お金の借り方をはじめとし

た「金融リテラシー」を身につけることが肝要です。 

顧客本位の金融機関に共通する項目を３点挙げると、①取引先企業の本質的な成長に繋がる事業性評価に基づく融

資や本業支援をしている。②専用当座貸越を中小企業のライフラインと考えている。③経営者保証ガイドラインを

活用し事業承継を支援しています。さらに、取引先企業の事業再生や成長支援で成果を収めている金融機関では、

政府の補助金など中小企業支援策のプラットフォームであるローカルベンチマーク（ロカベン）を事業性評価に活

用しています。 

経営者が顧問税理士と共に中小会計要領に準拠した財務情報とロカベンを活用した非財務情報の見える化を行え

ば、金融機関との信頼関係醸成につながるでしょう。それが「共通価値の創造」である地域経済の持続的成長と、

日本再興を実現するものと期待しています 

 

 

Ẍ 201 7.Ỉ.1   

201 7 6 1   7  ṡ Ṣ ḭ ︡ 

銀行が不動産担保に頼らない融資を一層増やしやすくなる。売掛債権や設備、原材料などを担保にした「動産担保

融資（ＡＢＬ）」の動きを、損害保険会社が後押ししている。万一回収できない場合の損失を損害保険会社が補償

する商品を相次ぎ開発しているためだ。 

https://www.ndk-abl.org/documents/2017.7m.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2017.7m.pdf


  あいおいニッセイ同和損保は「ABL トータルパッケージプラン」を開発した。原則として全ての動産を補償対象

とする。担保価格の評価や査定は ABL 専門のコンサルティングなどを手掛ける日本動産鑑定が担当。担保に取った

動産が災害などで失われた場合、事前に取り決めた金額に応じて補償する。 

  この商品は損保ジャパン日本興亜が 13 年度にいち早く販売を開始。14 年度には東京都の金融機関向けの専用商

品も作った。契約実績は開示していないが、全国で引き合いが増えているという。 

Ẍ 201 7.Ỉ.1   

ởỖỎ ṇ ṣởỖỎ Ṥ 2017 6 ךּףּ ḭ ṣ ṇ

ṇ ṡ Ṣ Ṥ  

取引先企業の事業再生や成長支援で成果を上げている金融機関をみると、事業性評価では、「金融仲介機能のベン

チマーク」で示されている「ローカルベンチマーク」を活用しているところが多い。ローカルベンチマークは、政

府 HP から公開されているので、金融機関、経営者、顧問税理士等が評価シートを共に見ながら対話し、企業の健

康状態、課題とその解決に向けて認識を共有することができる「共通価値の創造」のインフラそのものと言えよ

う。 

事業再生、事業承継、業績改善などが進まない根本に「金融機関と中小企業経営者の信頼関係」が十分構築されて

いない問題がある。税理士が、中小会計要領に準拠した財務情報の信頼性確保と、ローカルベンチマーク活用によ

る非財務情報の見える化をリードすることで、金融機関と中小企業経営者の平時からの信頼関係構築を通じて中小

企業支援さらには日本再興に貢献していくことを強く期待したい。 

詳細はこちら 

 

 

Ẍ 201 7.Ỉ.1   

ṣ ṇ 2017.6 Ṥ ṣ ṇ Ṥ︣פּ ךּףּ ḭ

ṣ¬ º ︡ Ṉ פּ ṇ ṈṤ  

  事業再生、事業承継、業績改善などが進まない根本に「中小企業経営者と金融機関の信頼関係」が十分構築されて

いない問題がある。中小企業経営者と金融機関にとって互いに“情報の非対称性”がある中で、中小企業経営者と顧

問税理士は中小会計要領に準拠した財務情報の信頼性確保とロカベン活用などによる非財務情報の見える化をする

https://www.ndk-abl.org/documents/2017.6.pdf
https://www.ndk-abl.org/documents/2017.6.pdf


ことで、同時に、金融機関もベンチマークを積極的かつ具体的に開示することで、中小企業経営者と金融機関が“平

時から信頼関係”を構築し「共通価値の創造」である地域経済の持続的成長に結実していくことを強く期待したい。 

そして中小企業経営者と金融機関が“平時からの信頼関係”を構築していくためのインフラとして、以上述べたよう

な対話や情報開示を軸とした「中小企業と金融機関の信頼関係構築ガイドライン」を作成し「共通価値の創造」の

支柱としてはどうかという提言をして最後の締めとしたい。 

 

 

Ẍ   201 7 ệ 2ễ אל  ךּ פֿ  

ṣ Ṥ 

特定非営利活動法人 日本動産鑑定 

理事長 久保田清 著 

詳細・申込みはこちら 

 

Ẍ   201 7 4 26  ṣ Ṥể5  ṣ Ṥ  

日本動産鑑定は、金融機関の事業性評価の取り組みを支援するため、独自に開発した「商品時価算出システム」の

提供を開始する。同システムは、IT を取り入れた審査支援システムの第１弾。バーコ―ドがついた商品を取り扱う

事業者が対象で、事業者に代わり金融機関が棚卸しをすることで新たな提案の機会を創出する。企業が抱える在庫

の商品バーコードを専用端末で読み取ると、時価データ（月次更新）によりパソコンに商品ごとの時価や５段階の

売れ筋ランクが表示される。このため、低ランクの商品は早期に換価することや、仕入れ価格の高い商品は新しい

仕入れ先を紹介する提案などが可能になる。料金は、同社の賛助会員が年間１０万円、非賛助会員は５０万円。端

末は１台当たり５万～６万円で販売する。 

 

Ẍ   201 7.ễ.21 צּ   ṇ ṡ וֹ Ṣּצ

 

地域経済の活性化における金融の役割や機能を考える場として、森会長ほか研究者と実務家をメンバーとする「国

内金融の活性化に向けた研究会」（事務局、野村総合研究所）が 2015 年 8 月以降、開催されてきました。同研究

会では、経済構造の変化の下でビジネスモデルの転換等の課題に直面する中堅・中小企業の様々なニーズに、地域

https://www.ndk-abl.org/book/index.html


金融機関が金融仲介ビジネスを通じて応える上での課題や解決の方向について、関係当局の対応や IT 活用の拡大な

どの要素を踏まえつつ議論を重ね、最終報告書を公表しました。 

詳細はこちら 

Ẍ   201 7.ễ.17  ể ṇể  

開催日：平成 29 年 3 月 22 日（木）  

今回、10 名の方が「事業性評価アドバイザー１級」として認定されます。 

初の自前評価人の誕生となります。 

Ẍ   201 7.ễ.17   ṇỄ  

（平成 29 年 1 月 28 日認定試験実施）  

受験者 31 名 合格者 31 名 

合格者の皆様おめでとうございます。 

現在、事業性評価アドバイザー２級認定総数 156 名 

Ẍ   201 7.ễ.1 ṇ פֿ  

 第 3 回事業性評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 平成 29 年 4 月 21 日（金）～4 月 22 日（土） 

認定試験は 22 日講義終了後に実施 

詳細はこちら 

 第 19 回動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

平成 29 年 5 月 15 日（月）～5 月 19 日（金） 

認定試験平成 29 年 5 月 20 日（土） 

詳細はこちら 

Ẍ   201 7.ễ.1 29 Ệ 14 ṕ Ṗ ṡ Ṣךּ פֿ   

主な講演内容 

① 講演者：経済産業省経済産業政策局産業資金課課長補佐湯浅雄士様 

講演内容『ABL の現状と施策の方向性について』 

https://www.nri.com/jp/event/mediaforum/2017/forum248.html
https://www.nri.com/jp/event/mediaforum/2017/forum248.html
../kouza/g03.pdf
../kouza/g03.pdf
../kouza/17.19.pdf
../kouza/17.19.pdf


② 講演者：慶応義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 

特別招聘教授・税理士吉田篤生様 

講演内容『企業再生におけるシステムデザイン・マネジメントの実践』 

③ 講演者：パナソニック IP マネジメント株式会社コンザルティング部 

部長西原和成様 

講演内容『知財ビジネス評価書作成にあたって』 

④ 講演者：正林国際特許商標事務所所長弁理士正林真之様 

講演内容『（仮）特許出願と事業性評価』 

⑤ 講演者：荒川電工株式会社代表取締役社長荒川浩一様 

株式会社日立システムズ新事業開発推進部主任技師樋上恒仁様 

パシフィックコンサルタンツ株式会社環境創造事業本部 

環境エネルギー分野担当技術部長小野弘臣様 

日本動産鑑定経営企画部長大島聡 

講演内容 『太陽光発電所の事業性評価』 

（改正 FIT 法に伴う新たな太陽光発電所の事業性評価） 

以上を予定しております。 

カリキュラム詳細につきましてはこちら 

 

Ẍ   201 7.ễ.1 18 ṇ  

ṕ 29 2 18 Ṗ 

受験者 52 名合格者 52 名 

合格者の皆様おめでとうございます。 

現在、動産評価アドバイザー認定総数 935 名 

 

../kouza/sanjyo6.pdf
../kouza/sanjyo6.pdf


Ẍ   201 7.Ễ.1  

ởỖỎ ṇ ṣởỖỎ Ṥ 2017 2 ךּףּ ḭ ṣ

ṡשּ Ṣ ḱ Ṥ  

森会長は、昨年 11 月に行われたＴＫＣ全国会の中小企業支援委員会において、「金融機関との付き合い方と眼力強

化」をテーマとする講演を行った。講演の中で、中小企業経営者と二人三脚で業績改善、成長支援をしていく存在

であるという点で、税理士と金融機関のベクトルは全く同じであり、人口減少が加速する中、地域活性化の主役で

ある中小企業の支援による持続可能なビジネスモデルを確立する必要性を強調した。 

詳細はこちら 

 

Ẍ   201 7.1 .1  2017 1 1 פֿ   

年頭のご挨拶 

新年明けましておめでとうございます。 

昨年度につきましては、『ABL 普及の年』を掲げ賛助会員の皆様、動産評価アドバイザー・事業性評価アドバイザーの皆

様を初め、多くの関係各位の皆様にご支援とご協力を賜りまして ABL 普及活動を推進させて頂きました。 結果、以下

の実績を残すこととなりました。 

業績の一部のみご紹介させて頂きます。 

動産評価件数（４月～１２月）２０１件 一昨年同時期対比＋７２件 今期見込み３００件 

知財評価件数（４月～１２月） ４５件 昨年より評価開始      今期見込み  ５５件 

動産評価アドバイザー認定取得者累計         ８８３名 

事業性評価アドバイザー認定取得者計         １２５名 

動産評価アシスタントアドバイザー取得者計 ３８９４名 

このことを受けまして、平成２９年につきましては『ABL 普及の年』から『事業性評価普及の年』と位置付け、新たにコ

ンサルティング業務も取り入れてこの一年を闘って参ります。 

昨年１０月に金融庁から公表された金融行政方針では、不良債権の処理を最重視してきたこれまでの姿勢を転換し、銀行

に企業の将来性を見て貸出を増加するよう促す考えを明確にしたことは、皆様もご承知の通りであります。 

201721.pdf
201721.pdf


従いまして、本年１０月に設立１０周年を迎える日本動産鑑定としましては、設立来申し上げて参りました不動産担保や

連帯保証人に過度に依存しない為の、企業の実態把握の重要性を今後も力強く訴え、その結果有能な技術力や商品力を持

った企業に事業性評価を促し、資金を必要とする企業への後押しをさせて頂き、結果、融資が可能となる支援に引き続き

努力して参ります。 

２０１７年をご支援頂く皆様と共に事業性評価を実践させていただきまして、金融機関様、企業様にとり素晴らしい一年

となりますよう心よりお祈り申し上げ、新年のご挨拶とさせていただきます。 

Ễị   

  

             

              

Ẍ   2016. 12 .20  ṇ ףּ ṇ פֿקּ ︡

︣Ḯ 

●年末・年始の休業期間 

 平成 28 年 12 月 29 日（木）～平成 29 年 1 月 3 日（火） 

 新年度の仕事始め  平成 29 年 1 月 4 日（水） 

●沖縄事業性評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

 平成 29 年 1 月 27 日（金）～28 日（土） 

 認定試験は講義終了後に実施 

●第 18 回動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

 平成 29 年 2 月 13 日（月）～17 日（金） 

 認定試験  平成 29 年 2 月 18 日（土） 

●第 6 回日本動産鑑定賛助会員の集い 

 平成 29 年 4 月 14 日（金） 13：00～17：00 

 終了後に懇親会予定 

●第 3 回事業性評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

 平成 29 年 4 月 21 日（金）～22 日（土） 



 認定試験は講義終了後に実施 

Ẍ   2016. 12 .16  2016.12.9  ṣ Ṥ17 ṇ 2

125  

NPO 法人・日本動産鑑定は、11 月 18、19 日に認定資格「事業性評価アドバイザー2 級」の第 2 回認定講座を実

施し、受講した金融機関関係者ら 45 人を認定した。認定者は累計で 125 人となった。受講対象は動産評価アドバ

イザーの資格取得者で、従来の動産評価、売掛債権評価に加え、知的財産・知的資産分野が求められる。2 級の認

定者は、今後動産評価の実査トレーニングで 5 回講習を受けることで、「1 級」資格の認定が取得できる。これに

より、金融機関がこれまで外部委託していた動産評価業務の一部を自前でできるようになる。 

 

Ẍ   2016. 11 .28  2016.1 1 .28  NHK ṇ צּ

 בֿ

 11 月 22 日（火）22：00-22：25  NHK のクローズアップ現代「カネ余りなのに借りられない？ ～“金融排除”

知られざる実態～」で森会長の講演の模様を取り上げました。 

https://www.nhk.or.jp/gendai/articles/3896/1.html 

Ẍ   2016. 11 .8  2016. 11 .8  NHK ṇ צּ ︡  

11 月 4 日（金）19：30-19：56  NHK 名古屋放送局のナビゲーション「金余りなのに“貸し出せない”？ ～問わ

れる金融機関～」に解説者として出演しました。テーマは金融庁の「平成 28 事務年度 金融行政方針」で取り上げ

られた「日本型金融排除」です。 

http://www4.nhk.or.jp/P2807/x/2016- 11- 04/21/47286/8331734/ 

 

Ẍ   2016. 10 .7  HP פּ ṇ YouTube ךּ

 

独立行政法人 中小企業基盤整備機構の中小企業大学校・虎ノ門セミナーにおいて、森会長の行ったセミナーが全国

の中小企業経営者、認定支援機関（金融機関、商工会議所・商工会・中小企業団体中央会、弁護士、公認会計士、

税理士、中小企業診断士など）向けに YouTube 配信されることとなりました。 

 「中小企業経営者の金融機関との付き合い方と眼力強化 ～取引先企業に向き合う本気度で差が広がる金融機関

～」 

https://www.nhk.or.jp/gendai/articles/3896/1.html
http://www4.nhk.or.jp/P2807/x/2016-11-04/21/47286/8331734/


http://www.smrj.go.jp/jinzai/tokutei/098587.html 

 

Ẍ   2016. 9 .30  ṣ ṇṤּצ אל   

平成２７年７月２２日に特許庁に商標出願いたしました、商標『事業性評価アドバイザー』が平成２８年９月３０

日に承認されました。 

Ẍ   2016. 9 .30 ךּ    

9 月 27 日付速報にて連絡させていただきました「動産評価アドバイザー専用コ 

ニュニティーサイト」の久保田理事長ブログは暫定措置として、下記 SNS にて 

閲覧可能となりました。 

① 理事長ブログ会員様用閲覧 URL・・ http://adviser2016.blog.fc2.com/  

② 理事長ブログは動産評価アドバイザー認定資格者限定の専用ブログです。 

③  アドバイザー様には閲覧用パスワードをご連絡いたしますので、お手数ですが日本動産鑑定 横川宛にお問合せ

ください。 

・ 日本動産鑑定 事務局 担当 横川 

・ ＴＥＬ   03 -5652 -1170  

・ ＦＡＸ  03 -5652 -1173  

・ Mail   yokokawa@ndk -abl.org  

     以上 ご迷惑をお掛けしますが、宜しくお願いします。 

Ẍ   2016. 9 .27  ṇḭ ṇ ḱ ṇ ṇ             

ṇ ṇ ךּ  

日本動産鑑定に関連する「動産評価アドバイザー専用コニュニティーサイト」と 

「㈱リマーケット・エージェンシー」のホームページは、セキュリティー強化作業の 

ため、現在閲覧できなくなっております。 

なお理事長が毎日投稿しております「動産評価アドバイザー専用コニュニティー 

サイト」の理事長ブログにつきましては、暫定的に SNS に移行の上、早期に閲覧 

http://www.smrj.go.jp/jinzai/tokutei/098587.html
http://www.smrj.go.jp/jinzai/tokutei/098587.html
http://adviser2016.blog.fc2.com/


可能となるように、現在作業中です。 

再開の日時が判明次第、ご連絡させていただきます。 

ご迷惑をお掛けしますが、ご理解の程、宜しくお願い致します。 

 

Ẍ   2016. 6 .16  ṇ פֿ  

ṕ 32 32  

第 17 回動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

平成 28 年 10 月 3 日（月）～10 月 7 日（金） 

認定試験 平成 28 年 10 月 8 日（土） 

詳細はこちら 

第 2 回事業性評価アドバイザー養成認定講座・認定試験  

平成 28 年 11 月 18 日（金）～11 月 19 日（土） 

認定試験は 19 日講義終了後に実施 

 

 

Ẍ   2016. 6 .14  ểỈ  ṇ  

ṕ ỄỊ 5 Ễ1 Ṗ 

32 32  

ḭ ףּ ךּ︠פֿלּ ︣Ḯ 

Ḳ ṇ 853  

詳細はこちら 

 

Ẍ   2016.5.30  ṣ Ṥ ễ  

https://www.ndk-abl.org/kouza/017-01.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/017-01.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/g02.pdf
https://www.ndk-abl.org/kouza/g02.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/160614.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/160614.pdf


ṇ  Ṩ ABL Ṣּצ  

NPO 法人・日本動産鑑定は、同法人が主催する「第１６回動産評価アドバイザー養成認定講座」を東京都内で開催

し、地域銀行や信用金庫、信用保証協会などから３２人が参加。受講生は、座学として動産評価の基礎や動産譲渡

登記制度の実務などを学び、実習ではアパレル製品の在庫保管期間や洗濯洗剤のパッケージ・成分を比較、評価す

る方法を学習した。研修後の２１日には動産評価アドバイザー認定試験が実施された。試験結果は５月末に判明予

定。 

Ẍ    ṣ Ṥ  2016 5 20 ךּףּ ḭ

 

日本動産鑑定は、中小企業の営業キャッシュ・フローを生み出す基盤となっている仕入れや顧客のネットワーク、

ブランド、商標権、特許権などの動産と知的財産・資産を的確に評価した上での融資（事業性評価に基づく融資＝

Asset Based Lending ）を提唱している。当座貸越による短期継続融資は企業のライフラインであり、マクロの金

融仲介機能を活性化させるインフラである。これによって、地域金融機関は、返済猶予を受けている（リスケ）地

元の取引先などと向き合い、事業再生や事業承継を実現し成長軌道に持ち込むことが出来る。財務面が変わるのみ

ならず、行動や思考が根本から変わる。地元企業の活性化の面的展開が地方創生だ。地域金融機関の本気度が試さ

れる。 

 

Ẍ  2016.5. 25        2016 6 ṣ ṇ Ṥṡ  Ṣ 

(P7 Ṍ27)   

『月刊金融ジャーナル』６月号に “特集”として、「事業性評価の実態」が取り上げられた。事業性評価について

は今、金融機関が最も強く求められている課題でもあり、ここ１０年来の「リレーションシップバンキング」その

ものであるとの指摘から、本来的意味が見直され、ABL そしてクローズアップされた知的財産権へと広がりを見せ

ている。久保田理事長は“事業性評価の実態”として、『ABL 推進は「事業性評価」企業実態を把握しての融資』で

あることを強く訴えた。また日本動産鑑定の顧問でもある多胡秀人氏が“事業性評価はリレバン”の標題で投稿して

おり、 他に三人の方の投稿も掲載されている。    

Ẍ  2016.5.13        2016.5.13  ṣ Ṥ 3 ḭ4 ṡ ṇ

80 Ṣ  

日本動産鑑定は、4 月 22、23 日に新設した認定資格「事業性評価アドバイザー」の第 1 回認定講座を実施し、受

講した 80 人を認定した。受講対象は、動産評価アドバイザー認定者で、従来の動産評価カリキュラムに知的財産・



知的資産分野を加えた。事業性評価アドバイザー認定者は、今後高度な動産評価手法を学ぶため、5 件の実地研修

と認定講習を受け、今年秋にも初の「動産評価鑑定士補」が誕生する見通し。 

Ẍ  2016.4.25  ṣ  Ṥ ṡ Ṣ ךּףּ ḭ

ṡ קּ לּ צּ צּ Ṣ  

条件変更先などを含むミドルリスク先（正常先下位～要注意先）に対して、事業実態の把握（事業性評価）を実践

することで事業を再生し、事業承継、その先の成長支援へと実績を積み上げる金融機関が増えつつある。こうした

金融機関が活用しているのが、事業性評価に基づく「専用当座貸越の極度枠設定による短期融資」（短期継続融

資）だ。この点で“進んでいる”金融機関と、従来型の低金利競争や目先の収益確保に奔走する“遅れている”金融機関

とでは、地方創生の実績の差も広がっている。 

Ẍ  20 16.5.13 ṣ ṇ ṇ Ṥּצ ṇ Ḳ

צּ  

（資料）首相官邸ホームページ安倍総理は、第４回「未来投資に向けた官民対話」（平成２８年３月４日）におい

て、ローカルベンチマークを活用した制度設計を指示。安倍総理大臣発言（抜粋）・・・「地域企業の経営診断の

指標として『ローカルベンチマーク』を策定しました。これを活用し、地域の金融機関や支援機関が企業と対話を

深め、担保や個人保証に頼らず、生産性向上に努める企業に対し、成長資金を供給するよう促してまいります。」 

 

Ẍ  1  ṇ  

（平成 28 年 4 月 23 日認定試験実施） 

受験者 80 名 合格者 80 名 

合格者の皆様、本当におめでとうございます。 

現在：事業性評価アドバイザー認定者総数 80 名 

 詳細はこちら 

Ẍ  4 25  ṇ ṇ ףּ  

平成 28 年 4 月 29 日～平成 28 年 5 月 5 日まで 

平成 28 年 5 月 6 日より通常営業 （念の為、5 月 7 日・8 日は暦通り休日です。） 

Ẍ  1  ṇ  

https://www.ndk-abl.org/news/j01.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/j01.pdf


平成 28 年 4 月 22 日～23 日開催いたしました。 

参加者 80 名（九州地区の震災により、参加が出来ない方が数名おられました。） 

認定者の合格発表は、5 月中旬予定です。 

Ẍ  28 4 15 ṕ Ṗ ṣ 5 Ṥךּ  פֿ  

 詳細はこちら 

Ẍ  2016 3 7   ṣ Ṥ ṇ    

Ḵ Ṩ   Ṩ  

「赤字や債務超過だが、将来性はある――。そんな中小企業に融資すべきか銀行界が揺れている」との記事において、日

本動産鑑定の会長を務める森俊彦氏の見解「金融庁への点数稼ぎで銀行がみせかけだけの成長融資を増やす懸念もある」

を取り上げている。重要な点は、金融機関が実際に、要注意先の中小企業を事業再生し成長パスに持ち込むことが出来て

初めて、要注意先が成長予備軍と言えることになる。そのための有効な手法が、事業性評価であり、従来の財務分析に加

え、動産評価（実地調査＋時価評価）や知的財産・資産の評価に基づく融資（Asset Based Lending ）である。これこそ

が事業再生や成長支援に繋がる。 

Ẍ  ểệ  ṇ ṕ ỄỊ Ễ ỄỂ Ṗ 

47 46  

ḭ ףּ ךּ︠פֿלּ ︣Ḯ 

Ḳ ṇ 821  

詳細はこちら 

 

Ẍ  28 4 15 ṕ Ṗ ṣ Ṥךּ פֿ  

主な講演内容 

①講演者：経済産業省 経済産業政策局産業資金課 課長補佐 岩佐圭祐 様 

講演内容 『ABL の現状と施策の方向性』 

②講演者：三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 産業資金研究室長 肥塚直人 様 

講演内容 『事業性評価と知財ビジネス評価』 

③講演者：一般財団法人 知的資産活用センター 事務局長 吉栖康浩 様 

講演内容 『知的資産経営とは』 

https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/sanjo05.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/160220.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/160220.pdf


④講演者：金融庁・金融仲介の改善に向けての検討会議メンバー 多胡 秀人 様 

（動産評価アドバイザー認定副委員長 兼 日本動産鑑定 顧問） 

講演内容 『リレバン⇒事業性評価⇒地方創生』 

⑤講演者：日本動産鑑定 副理事長 大前 

講演内容 『時価価格の抽出システムの運用と活用』※ 

※動産評価アドバイザーの方が、ご自身で時価価格の抽出が可能となるシステムの内容について、活用と運用方法

を説明させて頂きます。詳細につき現在詰めておりますが、当日の参加者には、システム活用の『パスワードの一

時無料貸与』も併せて検討しております。これは、４月以降に金融機関が自前で評価可能となるための武器とし

て、活用できるものとご理解下さい。 

予定通り出来るように現在検討を加えています。カリキュラムについては、近日中に改めてご報告申し上げますの

で、しばらくお待ちください。 

Ẍ  ṣ  Ṥ 2016 1 23  

ṡ צּ  Ṣ 

詳細はこちら 

■2016 1 1 פֿ   

Ẍ  ṇ פֿ  

当法人の今後のスケジュールおよび各種セミナーの開催につき ご案内致します。 

 

●年末・年始の休業期間 

 平成２７年１２月２６日（土）～平成２８年１月３日（日） 

 新年度の仕事始め   平成２８年１月４日（月） 

 

●第２回動産評価アドバイザーフォローアップ講座 

 平成２８年１月２１日（木）１３：００～１６：２０ （東京） 

 平成２８年１月２２日（金）１３：００～１６：２０ （大阪） 

 

●第１５回動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

 平成２８年２月１５日（月）～１９日（金） 

 認定試験 平成２８年２月２０日（土） 

 

http://diamond.jp/articles/-/84796
http://diamond.jp/articles/-/84796
https://www.ndk-abl.org/news/160104.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/160104.pdf


●第１回事業性評価アドバイザー養成認定講座・認定試験 

 平成２８年４月２２日（金）～２３日（土） 

 認定試験は２３日の講義終了後に実施 

 

●第５回日本動産鑑定賛助会員の集い 

 平成２８年４月１５日（金）１３：００～１６：３０ 

 終了後に懇親会予定 

 

各種セミナー他の詳細は１２月初旬までに、動産評価アドバイザー 資格者宛に郵送致しますので奮ってご参加の程

宜しくお願いします。 尚、動産評価アドバイザーの皆様には、併せて専用コミュニティサ イトもご覧いただきたい

と存じます。 詳細はこちら 

Ẍ  ṡ וֹ Ṣּצ ṇ Ḳ צּ ṇ  

地域経済の活性化において金融が果たす役割を考える「国内金融の活性化に向けた研究会」（事務局、野村総合研

究所）がスタートしました。地域金融や地域経済に精通した研究者と実務家による 1 年程度の検討を行い、その成

果を幅広い関係者と共有することで、地域経済の活性化に向けて「ともに考える」存在となることを目指していま

す。このため、論点の選択や検討の進め方に際しては、地域企業や地域金融の実情を率直に理解することを出発点

に、技術革新を含む外部環境の変化を展望しながら、実効性の高い成果を目指しています。 詳細はこちら 

■  ṡ 14 ṇ Ṣ צּ  

 27 08 27  

「第 14 回動産評価アドバイザー養成認定講座」から新しく加わります「知的財産」「知的資産」の講義項目と講師

の先生方が確定いたしましたので、ご案内します。また、現在、動産評価アドバイザー認定取得者を対象としてよ

り深い知的財産、知的資産の活用を取り入れての事業性評価の手法を習得していただく「事業性評価アドバイザー

養成認定講座」の開催を企画しております。開催は来春 4 月の予定です。さらに今後の計画ですが、事業性評価ア

ドバイザー認定取得者の方に限り、動産評価の実地評価を数例経験し、審査の結果、動産評価の担当者として相応

しいと認められた方には動産評価鑑定士補（仮称）の資格付与も検討しております。このことにより、金融機関の

皆様には自前での動産評価業務がある程度可能となります。日本動産鑑定の今後に大いにご期待をいただき多くの

皆様にふるってチャレンジしていただきますようお待ちしております。 

 詳細はこちら 

https://www.ndk-abl.org/news/151026.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/151026.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/151026.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/150827.pdf


●知的資産講座・・・講師：吉栖康浩氏 

10 月 6 日（火）１６：１０～１７：４０ 

●知的財産講座・・・講師：肥塚直人氏 

10 月 7 日（水）１５：４０～１７：１０ 

■  ṡABL Ṣ 

8 月 3 日、栃木県産業労働観光部経営支援課主催の「ＡＢＬ活用促進セミナー」において、日本動産鑑定久保田理

事長が講演した。講演は「ＡＢＬを活用した事業性評価が資金調達の根底を変える」と題して行われ、ＡＢＬの特

徴や従来の融資との違いについて説明。ＡＢＬ活用によって在庫や売掛金、機械設備も担保となり、借り手と貸し

手が担保状況や業績情報を共有し、信頼関係の強化につながるとした。参加した中小企業、金融機関の方々のアン

ケートでは、「ＡＢＬの理解が深まった」「活用を検討しようと思う」「大変勉強になった」など反響が大きく、

セミナーの様子が地元の下野新聞 8 月 7 日付 19 面に掲載されました。 

■  ṣ ṇṤ  

27 7 22 ểỆ

   

■  27 07 22   ḱ 18  

「大銀協 役立つセミナー企画 参加者に趣旨説明」 

大阪銀行協会は、金融機関の行職員向けに業務に役立つセミナーを積極的に開催しており、７月３日には初めて

「ＡＢＬ（動産・債権担保融資）を活用した事業性評価」を開催。講師は日本動産鑑定の森俊彦会長で、中小企業

の業績改善のための実践的なＡＢＬの活用方法について解説した。会員銀行のほか、信用金庫、信用組合の融資担

当者ら約 80 人が受講した。 

Ẍ  13  ṇ  

（平成 27 年 5 月 23 日認定試験実施） 

受験者 40 名 合格者 40 名 

合格者の皆様、本当におめでとうございます。 

現在：動産評価アドバイザー認定者総数 728 名  詳細はこちら 

Ẍ  27 05 29  ṇ ộỐợở ớểỉ 

『不動産がなくても融資可能 発電設備自体を担保評価』 

ＡＢＬ（アセット・ベースト・レンディング）という金融手法を使った太陽光発電の建設資金融資が増えている。

https://www.ndk-abl.org/news/150611.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/150611.pdf


ＡＢＬによる太陽光発電事業への融資では、土地（借地権）のほか、太陽光パネルやパワーコンディショナーなど

の動産設備、パネルなどに対するメーカーなどの保証、損害保険会社と契約した火災保険、そして電力会社に対す

る売電の売掛債権など、売電事業にまつわる資産すべてが担保の対象になる。金融機関は太陽光発電設備などの動

産を担保にする場合、専門の機関に動産の価値評価を依頼する。特定非営利活動法人日本動産鑑定では、太陽光専

門の鑑定人が評価にあたっている。 

Ẍ  27 05 29   3  

『動産評価アドバイザー認定講座を実施』 

動産・債権担保融資（ＡＢＬ）の認定機関、ＮＰＯ法人・日本動産鑑定は、同社が主催する動産評価アドバイザー

の資格認定講座を実施した。５月１８日～２２日に東京で実施した「第１３回動産評価アドバイザー養成認定講

座」には地域銀行や信用金庫、信用保証協会などから４０人が参加。 

Ẍ  27 04 22   

４月２０日（月曜日）静岡県信用保証協会は、企業が抱える在庫や設備など動産を担保にしてのＡＢＬセミナーを

静岡市葵区で開催した。講師は、日本動産鑑定の久保田理事長で、不動産担保や保証人に頼らない融資の活用事例

を中心に、事業性評価の重要性を訴えた。 

Ẍ  ṣ  Ṥ2015 4 18 ể ṡ Ṣ ךּףּ ḭ 

ṡ שּ  Ṣפּ ︡ ḭ  

東京都が 2014 年 5 月に開始した ABL 融資制度が拡大し「他の自治体からの問い合わせも来ている」中で、同制度

の一翼を担う担保評価機関として日本動産鑑定を取り上げている。日本動産鑑定が取り組んだ事業再生の事例を具

体的に紹介しつつ、ABL の事業性評価によって、金融機関は取引先のパートナーとして企業の将来ビジョンを含め

た事業のモニタリングを強化できる点を強調している。また、ABL のインフラ整備の一環として日本動産鑑定が取

り組んでいる「流通価格データクラウドサービス」の構築についても紹介している。 

Ẍ  1Ễ  ṇ  

（平成 27 年 2 月 21 日認定試験実施） 

受験者 36 名 合格者 35 名 

合格者の皆様、本当におめでとうございます。 

現在：動産評価アドバイザー認定者総数 688 名 詳細はこちら 

Ẍṟ ể  ṇḱ ṇ Ṡ  

https://www.ndk-abl.org/news/150310.pdf


平成 26 年 11 月 15 日 東京開催 参加者 52 名 

平成 27 年 1 月 23 日 仙台開催 参加者 31 名 

平成 27 年 2 月 24 日 大阪開催 参加者 60 名 

３会場合計参加者 143 名 

参加者全員の皆様に、熱心に勉強をしていただき、ABL 普及に確かな手応えを感じることが出来ました。今後もア

ドバイザーの皆さんと共に中小企業活性化を目指し取組を強化したいと考えています。ご参加を頂きました皆様に

感謝申し上げます。 

Ẍṟ Ệ ךּ Ṡ 

2 月 13 日（金）、日本橋公会堂にて約 200 名の皆様のご参加をいただき、今年の目標である「ABL 発展の年」に

向けての講演を監督官庁の皆様からいただくと共に、併せて参加者の皆様との情報交換会が盛大に行われました。 

ご参加をいただいた皆様に深く感謝申し上げます。 

Ẍṣ Ṥךּ פֿ  

開催日時 平成 27 年 2 月 13 日 13：00～16：35 

会   場 日本橋公会堂（東京都中央区日本橋蛎殻町 1-31-1） 

参 加 者 ●賛助会員●動産評価アドバイザー●ABL・動産評価アシスタント・アドバイザー 

※賛助会員以外のアドバイザーの方もご参加頂けます。  

カリキュラム及び申込書はこちらをご覧下さい。 

Ẍ2016 1 1 פֿ   

Ẍ פֿ  

年末年始の休業期間：平成 26 年 12 月 27 日～平成 27 年 1 月 4 日 

新年度の業務開始日：平成 27 年 1 月 5 日 

Ẍ  2014 12 ṣ  ṇ Ṥ ṡ  ︣ ABLṢṕP69 ṌP103 Ṗ

ṡABL ︡ ḭ

︡Ṣ  

「第Ⅱ特集 進化する ABL」の内容としては、日本動産鑑定のほか、金融庁「取引先企業の実態把握に全力を」と日

本銀行「ABL 等の活用とリスク管理のポイント」の当局や、野村総研「ABL 進化のために取り組むべき課題」に加

え、金融機関からは、三菱東京 UFJ 銀行「審査の立場からみた ABL」が続き、岩手銀行、足利銀行、広島銀行、高

https://www.ndk-abl.org/news/150107.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/150107.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/150105.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/150105.pdf


知銀行、帯広信用金庫、埼玉縣信用金庫、大分県信用組合は、先進事例も紹介しながら、進化する ABL について融

資審査や営業推進の実務と課題について取り上げている。 

Ẍ  11  ṇ  

ṕ 1 Ṍ 11 Ṗ 

ṕ 11   26 10 11  Ṗ 

ṕ   26 11 15  Ṗ 

受験者 55 名  合格者 55 名 

合格者の皆様、本当におめでとうございました。 詳細はこちら 

Ẍ  ể  ṇḱ ṇ  

 11 15  13 Ṍ17  

   Ễ ṕ ḱ Ṗ 

カリキュラム 

・太陽光発電事業に伴う留意点 

・ABL 総合保障プランの活用 

・経営者保証に関するガイドライン適用後の対策 

・東京都動産・債権担保融資（ABL）制度について 

・『日本再興戦略』から新しい成長戦略への取組み 

50 名以上の動産評価アドバイザーの方にご参加頂きました。 

今後の開催については、今回の参加者のご意見を参考に、早い時期に東京以外の地域でも開催を検討させていただ

きます。 

Ẍ  ṣ Ṥị ỄỄ  

 ṣABL ︢ ḭ ︡︡  Ṥשּךּ

この内容は、政府・日銀の諸施策や新成長戦略も ABL の活用を取り上げていることから、日銀出身の会長の森より

政府の新成長戦略をふまえた ABL 活用による中小企業活性化を強く訴えさせていただくと共に、金融機関の ABL

活用によるコンサルティング機能や目利き能力発揮、その上で中小企業を後押しし、事業再生にも対応していく重

要性を問いかけたものとなっています。更に ABL 推進上の実務（日本動産鑑定の ABL トータルサポートプラン・

経営者保証のガイドライン適用後への対応策「ABL 総合補償プラン」・自治体の新たな取り組み事例として東京都

の ABL 制度の紹介等）をご紹介させて頂きました。 

https://www.ndk-abl.org/news/141201.pdf


Ẍ   ễ   ṇ   

 26 11 10 ( )Ṍ11 14 ṕ Ṗ 

 26 11 15 ( )  

既に多くの方よりお申し込みを頂き、心より感謝申し上げます。まだお申込されていない福岡地区の方は、この機

会に是非ご参加を頂きたいと願っております。 詳細はこちら 

Ẍ  10  ṇ  

ṕ 1 Ṍ 10 Ṗ 

ṕ   26 6 28  Ṗ 

ṕ 10   26 7 19  Ṗ 

受験者 61 名  合格者 60 名    詳細はこちら 

Ẍ  9  ṇ  

認定試験 平成 26 年 5 月 24 日（土）  

受験者 55 名 合格者 55 名 

ḭ ףּ ךּ︠פֿלּ ︡ Ḯ 詳細はこちら 

Ẍֿפ    

日本動産鑑定は、元日本銀行 金融高度化センター長を務められた 

森氏を会長としてお迎え致しました。 

これを機にトータルサポートプランによる中小企業金融の活性化を中心に政府・日本銀行のデフレからの脱却や成

長戦略の実現に向けて貢献して参る所存です。 

皆様方のご支援を今後とも宜しくお願い申し上げます。 

פֿ■  

5 26 ṕ Ṗ  

 1-39 -5  6  

TEL 03-5652 -1170 （変更なし） 

FAX 03 -5652 -1173 （変更なし） 

＜最寄駅＞ 

■ 東京メトロ半蔵門線・水天宮前駅 6 番出口前 

https://www.ndk-abl.org/news/140812_04.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/140801.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/140606.pdf


■ 東京メトロ日比谷線 人形町駅より、A2 出口 徒歩 3 分 

■ 東京メトロ日比谷線 茅場町駅より、徒歩 7 分 

■ 東京メトロ東西線 茅場町駅より、徒歩 7 分 

■ 都営浅草線 人形町駅より、A6 出口 徒歩 5 分 

■ 都営浅草線 浜町駅より、徒歩 10 分 

Ẍ  26 ṡ ḱ ṕABLṖ Ṣּצ ṇ ︡ ︣ 

平成 26 年 4 月 28 日 

産業労働局 

 東京都では、都内中小企業のみなさまに新たな資金調達の手段を提供するため、中小企業が保有する幅広い動産

や債権を担保として活用できる「東京都動産・債権担保融資（ABL）制度」を創設し、5 月 1 日から取扱いを開始

します。 

1Ḱ  

不動産担保によらず、車両、建設機械、工作機械、売掛債権、在庫など多様な動産や債権を担保に活用した事業資

金の借入れが可能 

担保の種類ごとに優れたノウハウを持つ「専門機関」が動産や債権の評価等を行い、取扱金融機関の融資をサポー

ト 

借入れの際に中小企業が負担する経費（担保評価費用や保証料等）の一部を東京都が補助 

上記に記載されている、動産（商品・在庫等）の評価機関に日本動産鑑定が認定されました。   

詳細はこちらから 

東京都のホームページはこちらから 

http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2014/04/20o4s200.htm  

Ẍ   Ễ   ṇ  

ể ḭשּ Ễ ︡ ︣Ḯ ︣Ḯ 

日程 平成 26 年 6 月 23 日（月）～27 日（金）認定試験 平成 26 年 6 月 28 日（土） 

パンフレットはこちらから    

申込はこちらから 

Ẍ  8  ṇ  

https://www.ndk-abl.org/news/140430.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/140430.pdf
http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2014/04/20o4s200.htm
http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2014/04/20o4s200.htm
https://www.ndk-abl.org/news/140331_01.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/140331_01.pdf
file:///C:/Program%20Files%20(x86)/ffftp/顧客関係/動産鑑定（新）/news/140331_02.pdf
file:///C:/Program%20Files%20(x86)/ffftp/顧客関係/動産鑑定（新）/news/140331_02.pdf


（第 8 回 認定試験 平成 26 年 2 月 22 日 実施）沖縄会場受験者 ４７名→合格者 ４７名東京会場受験者 ６

７名→合格者 ６７名合計受験者 １１４名→合格者 １１４名 

各金融機関別の第 1 回～第 8 回認定者数一覧詳細はこちらから  

Ẍֿפ  ṣ ṇ ḱ ṇ ṇṤ ṇ ṇ צּ ṇ  

日本動産鑑定の関係会社のりマーケット・エージェンシーのホームページがリニューアル致しました。ビジネスマ

ッチングの流れや、必要書式（マッチング連絡票）のダウンロードできるようになっております。是非一度ご覧い

ただければ、幸いです。 http://www.rma -jpn.com  

Ẍֿפ  MEGA ṇ ṇ ךּ  

皆様からは、日々動産評価のご依頼をお受けしておりますが、このところは、特にメガソーラーのご相談が多く、

それにお応えするために、専用の依頼書及び料金表を作成致しました。MEGA ソーラーの融資案件が御座いました

ら、まずご一報をお願い申し上げます。施工前、施工中、完成後までコンサルティング等も承っておりますので、

お気軽にご相談くださいませ。 

メガソーラーに関しては、他の集合動産や個別動産と評価方法が異なりますので、専用の【動産評価依頼書】と

【評価料金表】を下記に設置しております。 

＜お問い合わせ先＞ 日本動産鑑定 担当：大島 03-5652 -1170  

Ẍ פֿ  ṣֿכ פּ ABLṤ1 10  

動産・債権担保融資の仕組みと実務についてイラストや図を交えてわかりやすく解説！ 

金融機関の職員の方にとって、取引先企業に対する ABL 商品説明ツールとして活用可能 

企業経営者や金融機関の渉外担当者等の必携の書 

詳細はこちら 販売：株式会社きんざい 

■201 Ệ 1 1 פֿ   

Ẍ פֿ  

年末年始の休業期間：平成 25 年 12 月 28 日～平成 26 年 1 月 5 日 

新年度の業務開始日：平成 26 年 1 月 6 日 

Ẍ  7 ṇ ṕ 1 Ṍ 7 Ṗ 

（第 7 回 認定試験 平成 25 年 10 月 12 日 実施）1 受験者 48 名⇒合格者 47 名 

https://www.ndk-abl.org/news/140304.pdf
http://www.rma-jpn.com/
http://store.kinzai.jp/book/12418.html
http://store.kinzai.jp/book/12418.html
https://www.ndk-abl.org/news/140101.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/140101.pdf


詳細はこちらから 

Ẍ  

信金中央金庫より 10 月 1 日に『専門機関と連携による信用金庫業界における ABL の取り組みサポートについて

「ABL 導入サポートプログラム」対応開始』が公表されました。推進に伴い業務協力協定を締結した先は 8 専門機

関となり、その一つが日本動産鑑定です。今後も積極的に支援して参ります。 

詳細はこちらから 

Ẍ  ṡỌọỗ ṇ ṇ Ṣ פֿ  

金融機関のＡＢＬの取組みに必要とされる以下の５項目をパッケージ化してご案内します。金融機関、および融資

先企業のご希望に合わせて、必要なメニューをご選択いただくことが可能です。 

①ＡＢＬ業務支援サービス（勉強会の開催・動産評価アドバイザー養成認定講座・通信教育・内部規程策定支援） 

②動産評価鑑定サービス（動産評価鑑定書の提供） 

③モニタリングサービスのご紹介（営業倉庫管理システム・担保動産の写真撮影・動産管理台帳のシステム管理） 

④動産処分ネットワークご紹介 

⑤担保動産・売掛債権に対するＡＢＬ専用損害保険スキームのご紹介 

（引受保険会社：損保ジャパン）※当法人が保険募集をおこなうものではありません。 

詳細はこちらから 

Ẍ  Ỉ  ṇ ṕ 1 Ṍ 6

Ṗ 

（第 6 回 認定試験 平成 25 年 7 月 27 日 実施） 

1 受験者４９名⇒合格者４９名 

2 初めての２００点満点合格者が誕生（日本政策金融公庫 竹井様） 

3 日本初の親子での動産評価アドバイザーが誕生（岩瀬 正夫様 岩瀬 亮様） 

詳細はこちらから 

Ẍֿפ  ṣ Ṥּצ ḱ  

ףּ ︡ ︡ ṣABL ṕ ṖṤ צּ ︡ ︡ Ḯ ṣABL

ṕ ṖṤ 25 7 ể אל ךּ קּ ︣Ḯ  

https://www.ndk-abl.org/news/131220.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/131220.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/131001.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/131001.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/20130902_plan.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/20130902_plan.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg
https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg


内部規程作成上でお悩みの金融機関様にお役立てできればと願っております。 

尚、販売申込のご案内につきましては、6 月末日に貴金融機関様宛てに発送させて頂きますので、ご検討の程よろ

しくお願い申し上げます。 

連絡先 TEL 03-5652 -1170   担当者 緒方・大島 

Ẍ  ISID ḭ ṇ  

～金融機関の中小企業支援強化に向け、ABL（動産・売掛金担保融資）の普及をクラウドで支援～ 

株式会社電通国際情報サービス(本社：東京都港区、代表取締役社長：釜井 節生、以下 ISID) と特定非営利活動法人

日本動産鑑定（所在地：東京都中央区、理事長：久保田 清） は、金融機関による中小企業向け ABL（動産・売掛

金担保融資）の普及を目的として、動産評価情報をクラウドで提供するサービスの開発に向けた業務提携に合意し

ました。 

詳細はこちらから 

Ẍ  ṣ Ṥ Ḯ 

皆様のお役に立つべく、内部規定の作成を現在推進中です。 

完成予定：本年 6 月末頃 （完成後改めてホームページでご案内申し上げます。） 

皆様にご活用していただく為に、取り組みやすい費用を検討しておりますのでどうぞご期待ください。 

従いまして皆様には実際の評価や処分をまずは実施していただき、そこから分かるヒントや情報を積み上げて内部

規定に折り込んでいくことを、お薦め致します。 

Ẍ   

『動産評価アドバイザー専用ホームページが 4 月 1 日より開設』 

1 理事長ブログ・・・毎日更新していますので、新鮮な情報満載です。 

2 アドバイザー掲示板・・・動産評価アドバイザー同志の意見交換の場です。 

（※ユーザー名・パスワードは動産評価アドバイザーの方に郵送済です。） 

詳細はこちらから 

Ẍ   

第 2 回 賛助会員と動産評価アドバイザー情報交換会が平成 25 年 3 月 19 日に開催致しました。 

参加者は金融機関及び官庁他 92 社 130 名とその他一般企業様 46 社 93 名の合計 138 社 223 名にご参加頂きまし

た、関係者一同、心より御礼申し上げます。 

詳細はのプログラムはこちらから 

https://www.ndk-abl.org/news/130520pressrelease.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/130520pressrelease.pdf
http://www.abl-adv.org/
http://www.abl-adv.org/
https://www.ndk-abl.org/news/130321.pdf


Ẍ  ṇ ṕ 1 Ṍ 4 Ṗ 

（第 4 回 認定試験 平成 25 年 2 月 23 日 実施） 

詳細はこちらから 

Ẍ  

金融庁より２月５日に『ABL（動産・売掛金担保融資）の積極的活用について』が発出され、同時に金融検査マニ

ュアルおよび保険検査マニュアルの改正案がパブリックコメントに付されたところでありますが、動産の評価およ

び処分に関する意見書を日本動産鑑定として金融庁に提出致しました。 

皆様のご参考になれば幸いです。 

案件番号：2205012048  

案 件名：「『金融検査マニュアル』及び『保険検査マニュアル』の一部改定（案）の公表について」 

詳細はこちらから 

Ẍ  5  ṣ ṇ ḱ Ṥ  

【養成認定講座開催期間 5 月 20 日（月）～5 月 24 日（金）認定試験 5 月 25 日（土）】 

定員 50 名（先着順により定員になり次第、締め切りといたします。） 

 24 3 29 ṕ Ṗ 

（※注意・・・お申込みはお早めにお願い申し上げます。） 

《本講座の特徴》 

【動産評価アドバイザーの育成】 

企業活動の基盤となる動産（集合動産・個別動産）を適正に評価することにより企業の実態を把握するための『目

利き力』を養成します。 2 5 ṡỌọỗṕ ḱ Ṗ ךּ Ṣと題す

る文書が公表されました。金融検査マニュアルの運用の明確化を行うことが記載されており、この事により、『動

産・売掛金担保融資』の活用がより具体化となったことから、動産評価アドバイザーの役割は今後大きく期待され

ます。 

【実践的なプログラム】 

カリキュラムは基礎編と実践編に分かれており、基礎編では動産評価の基礎知識を学び、実践編では個別動産と集

合動産の評価・処分・管理を学びます。 

特に集合動産の実習については、『見て』『触れて』『においを感じ』商品の実態価値判断に迫ります。 

売掛債権・電子記録債権の評価・処分実務も充実したプログラムになっております。 

【充実した講師陣】 

https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg
https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg
https://www.ndk-abl.org/news/130307.pdf


講師には理事長の久保田を始め、集合動産の動産評価鑑定士・個別動産には査定士・金融コンサルタント・現役の

金融マン・売掛債権、電子記録債権のコンサルタント・司法書士・弁護士の合計 8 名が担当させて頂きます。 

どうぞ多くの方にチャレンジしていただき、企業実態の把握を身につけることによる新たな金融ソリューションへ

の挑戦を目指していただきたいと願っております。 

養成認定講座の参加要領につきましては、添付のカリキュラムをご覧頂きますようお願い申し上げます。 

カリキュラムはこちらから   

申込用紙はこちらから 

Ẍ  

金融庁より 2 月 5 日に「ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）の積極的活用について」と題する文書が公表されまし

た。金融検査マニュアルの運用の明確化を行うことが記載されており、この事により、『動産・売掛金担保』の活

用が拡大され、円滑な資金調達が期待されます。 

詳しくは、下記ＵＲＬをご覧ください。 

http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130205 -1.html  

Ẍ201 3 1 1 פֿ   

Ẍ ḱ פֿ  

年末年始の休業期間  : 平成 24 年 12 月 29 日～平成 25 年 1 月 3 日 

新年度の業務開始日 :  平成 25 年 1 月 4 日 

Ẍֿפ    

ṣ ṇ ṇ ḱ  Ṥ 

全国の金融機関の皆様からのお問い合わせの中に、メガソーラーの評価・処分についての案件が数多く寄せられて

おりましたので、ご期待にお応えすべく、準備を整えましたので、ご連絡申し上げます。 

本件に関しましては、お問い合わせが多い為に、お早めにご相談をお願い申し上げます。 

【お問い合わせ先】 

特定非営利活動法人 日本動産鑑定    副理事長 大前 （ 動産評価鑑定士 ） 

Ẍ    

https://www.ndk-abl.org/news/130213_02.doc
https://www.ndk-abl.org/news/130213_02.doc
https://www.ndk-abl.org/news/130213_01.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/130213_01.pdf
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130205-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130205-1.html
https://www.ndk-abl.org/news/20130101.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/20130101.pdf


テレビ東京系列 経済ニュース番組 『ワールド・ビジネスサテライト（WBS）』 

平成 24 年 12 月６日（木） 特集企画（仮）『変わる金融』～新たな融資で日本経済復活へ～ 

理事長の久保田のインタビューを放送予定 

Ẍ   ṇ  ṕ 1 Ṍ 3 Ṗ  

第 1 回（平成 24 年 5 月）64 名  

第 2 回（平成 24 年 10 月）50 名  

第 3 回（平成 24 年 11 月）65 名  

詳細はこちらから 

Ẍ   ṇ ṕ 24 11 29 Ṗ  

詳細はこちらから 

Ẍ    

第３回「動産評価アドバイザー養成認定講座」が 10 月 11 日募集完了致しました。 

多くの皆様方のご支援を賜りまして、関係者一同心よりお礼申し上げます。  

Ệ  25 2 18 Ṍ2 22   25 2 23   

第４回動産評価 FAX 申込書 

第４回パンフレット 

Ẍ10 1  TBS  ḱ ṕ6Ḳ30 Ṍ8Ḳ30 Ṗ   

『現場にアタック』のコーナーで『動産担保融資』と言う新たな融資の流れが国内の中小企業に進行中である旨の

インタビューを理事長の久保田が受け、その内容が放送されました。 詳細の内容は以下のホームページをご覧下さ

い。 

http://www.tbsradio.jp/stand -by/2012/10/post_5018.html  

Ẍ  

動産評価アドバイザー全国地域別応募状況 平成 24 年 11 月 29 日現在 

※第１回～第３回実績と第４回予定を含む (  地方銀行・信用金庫・信用組合・信用保証協会 ）  

北海道１県（北海道） 

8 名 3.6%  

東北６県（青森・岩手・秋田・宮城・山形・福島） 

49 名 2.3%  

https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg
https://www.ndk-abl.org/news/130308_00.jpg
https://www.ndk-abl.org/news/121128.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/121128.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/no04_fax.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/no4_panf.pdf
http://www.tbsradio.jp/stand-by/2012/10/post_5018.html


北関東 3 県（茨城・栃木・群馬） 

15 名 6.8%  

南関東４県 （埼玉・千葉・東京・神奈川） 

30 名 13.6%  

甲信越３県（新潟・長野・山梨） 

15 名 6.8%  

北陸３県（富山・石川・福井） 

4 名 2.0%  

東海 3 県（愛知・岐阜・静岡） 

9 名 4.1%  

近畿７県（三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和

歌山） 

22 名 10.0%  

中国５県（鳥取・島根・岡山・広島・山口） 

9 名 4.1%  

四国４県（香川・徳島・愛媛・高知） 

8 名 3.6%  

九州７県（福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿

児島） 

12 名 5.5%  

沖縄１県（沖縄） 

2 名 0.9%  

その他（政策金融機関・公認会計士・弁護士・不動産鑑定士等） 

37 名 16.8%  

合計 220 名 

詳細はこちら 

Ẍ   

2 ṣ ṇ Ṥ7 4 ḵḵ 

שּ פֿ ︡ ḭ ︡ בֿ ︣Ḯ 

ễ ṣ ṇ Ṥ ︡ ︡ Ḯ 

開催期間 
養成認定講座  

平成 24 年 11 月 12 日（月）～16 日（金） 

試験日程 認定試験 平成 24 年 11 月 17 日（土） 

開催場所 
一般社団法人 金融財政事情研究会（東京）  

大会議室 

定員数 50 名 

講師 

（合計８名） 

基礎編 多胡秀人・久保田清・田中丸修一・ 

杉浦信也・城谷浩・根津宏行 

https://www.ndk-abl.org/news/121128.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/121128.pdf


 

実践編 堀まこと・大前守  

締切日 
第 3 回臨時養成認定講座申込締切日 

平成 24 年 8 月 27 日（月） 

 

動産評価アドバイザー認定制度のご案内 

パンフレットはこちらから  

第３回 申込用紙はこちらから 

Ẍ  

第 2 回『動産評価アドバイザー養成認定講座』に新講師を追加致しました。 

 

第 1 日目（10/15 ）16：40～18：00 （予定）  

【講師】 

電子債権アクセプタンス株式会社 代表取締役 田中丸 修一 

【講義内容】 

売掛債権の目的から評価、回収手続き手法 

電子記録債権の実務と取扱い留意点 

 

【ご注意】第 2 回開催に向けて既に参加希望者が定員数に迫っていますので、お申込みはお早めにお願い申し上げ

ます。 

Ẍֿפ  

第 2 回 『動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験』募集開始  

【養成認定講座開催期間 10 月 15 日（月）～10 月 19 日（金）認定試験 10 月 20 日（土）】定員 50 名（先着順

により定員になり次第、締め切りといたします。） 

養成認定講座申込締切日 平成 24 年 7 月 25 日 

 

《本講座の特徴》 

【動産評価アドバイザーの育成】 

企業活動の基盤となる動産（集合動産・個別動産）を適正に評価することにより企業の実態を把握するための『目

https://www.ndk-abl.org/news/pamphlet02.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/120710.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/120705.pdf


利き力』を養成します。 

【実践的なプログラム】 

カリキュラムは基礎編と実践編に分かれており、基礎編では動産評価の基礎知識を学び、実践編では個別動産と集

合動産の評価・処分・管理を学びます。 

特に集合動産の実習については、『見て』『触れて』『においを感じ』商品の実態価値判断に迫ります。 

【充実した講師陣】 

講師には従来の講師陣 5 名（集合動産の動産評価鑑定士・個別動産には査定士・コンサルタント）に加え、 

新たに司法書士・弁護士の合計 7 名が担当させて頂きます。 

この加入により動産登記上の問題点やデフォルト時の注意点等、具体的に実践面への対応をより強化致します。ご

期待ください。 

 

どうぞ多くの方にチャレンジしていただき、企業実態の把握を身につけることによる新たな金融ソリューションへ

の挑戦を目指していただきたいと願っております。 

養成認定講座の参加要領につきましては、添付のパンフレットをご覧頂きますようお願い申し上げます。 

パンフレットはこちらから 

申込用紙はこちらから 

11 月 28 日付 

ニッキン 第 3 面 

『初の動産評価アドバイザー・フォローアップ研修』開催 

第１回 フォローアップ研修が東京で 11 月 15 日に開催された。動産評価アドバイザーの認定者を対象として、銀

行や信用金庫の行職員ら５１名が出席した。久保田理事長は『動産評価実務の最新情報を提供し、目利き力の向上

につながれば』と挨拶した。また、福岡で動産評価アドバイザー養成認定講座（11 月 10 日～14 日）および認定試

験（11 月 15 日）実施。九州地区金融機関などから参加、動産評価のポイントを学んだ。 

10 月 24 日付 

ニッキン 第 16 面 

地域金融機関 動産評価アドバイザー631 人に認定講座で着眼点を学ぶ研修は基礎編と実践編に分けて実施。基礎

編では、ABL 概論や動産譲渡登記、実践編では個別動産の評価・鑑定・処分などを講義した。 

10 月 17 日付 

ニッキン 第 17 面 

沖縄県内金融機関 

ABL צּ  

https://www.ndk-abl.org/news/120607_01.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/120607_01.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/120607_02.pdf


沖縄県内の金融機関は ABL への関心が高く、日本動産鑑定は、地方で初めて『動産評価アドバイザー養成認定講

座』を開催した。 

琉球銀行 26 名、沖縄銀行 12 名、沖縄海邦銀行 2 名、沖縄公庫 16 名が、活躍している内容が掲載されています。 

8 月 29 日付 

ニッキン 第 7 面 

広島銀 ABL  

エリア渉外や融資係中心 

広島銀行は、企業の実態把握や良好なリレーション構築を図るための手立てとして ABL の知識を持つ行員の養成に

注力している。『ABL・動産評価アシスタント・アドバイザー』資格の第１回認定試験で一挙に 269 人の合格者を

輩出した。全国では 1251 人が受験し、合格者は 1108 人。同行の合格者は全体の４分の 1 を占める。 

8 月 1 日付 

ニッキン 第 10 面 

動産評価で全員が合格 札幌開催の動産評価アドバイザー養成認定講座が開催され、北海道銀、北洋銀、道内 6 信

金から１５名が挑戦し、全員が合格した。 

2014 年 1 月 25 日 

1 月 25 日付 沖縄タイムス 第 11 面  

『動産・債権鑑定 県内で初の講座』 

日本動産鑑定は 25 日から、動産・債権担保融資（ABL）の動産評価アドバイザー養成認定講座を、東京以外では初

めて沖縄県で開講する。沖縄県内の地銀からの要望を受けて実現。金融機関から 47 人が受講する。 

2013 年 11 月 25 日 

11 月 25 日付 日本経済新聞 金融 第 5 面（関連記事）  

融資担保の動産に保険 『りそなが紹介』 りそな銀行は動産担保融資を拡大するため保険を活用する。損害保険

ジャパンと連携し、担保になる在庫などに対応した保険商品を取引先の中堅・中小企業に提供する。新規実行額を

現在の 200 億円から 1.5 倍の 300 億円に増やす事を目指す。 

2013 年 8 月 2 日 

8 月 2 日付 ニッキン 総合 第 3 面  

日本動産鑑定『アドバイザー資格講座開催』受講者が３００人突破 

金融界が動産・債権担保融資の積極的な活用を進めているなか、『動産評価アドバイザー養成認定講座』を開催し

た。講座はアドバイザーの役割や具体的な活用策、評価事例などを講義。金融庁も動産評価の目利き力を向上させ



る観点から、金融機関による ABL 関連の人材育成を金融検査を通じて把握・評価している。 

の記事が掲載されました。 

2013 年 7 月 24 日 

7 月 24 日号付 日刊 帝国ニュース 

TOPICS（P.6～P.7）で 

“正しい”動産評価のあり方とは 

動産担保融資（ABL）の要は企業実態把握 

中小企業の資金調達手段として注目されている動産担保融資（ABL）のあり方について、久保田理事長に記者から

の質問形式の記事が掲載されました。 

2013 年 7 月 19 日 

7 月 19 日付  ニッキン 第 3 面 総合 

『ＡＢＬ研修会を開催』『山梨県信保協、県内 5 機関から 135 人』 

山梨県信用保証協会（小沼省二会長）は７月４日、甲府商工会議所で「流動資産担保融資（ＡＢＬ）研修会」を開

催した。県内５金融機関から１３５人が参加した。講師は日本動産鑑定の久保田清理事長。演題は「動産評価で中

小企業金融革命が起こる！」。の記事が掲載されました。 

2013 年 7 月 17 日 

7 月 17 日付  日本経済新聞 第 35 面 埼玉・首都圏経済 

『動産担保融資に活路』『預貸率伸び悩み今年度 10 倍狙う』埼玉縣信用金庫は棚卸し資産や売掛債権を担保に融資

することで、担保にできる不動産が乏しい企業に融資するため動産・売掛金担保融資（ＡＢＬ）の取扱件数を増や

す方針。 

ＡＢＬの増加のため、2013 年度は動産評価アドバイザーを新たに 4～5 人養成する予定だ。の記事が掲載されまし

た。 

2013 年 7 月 2 日 

7 月 2 日付 中国新聞 第 24 面 県北 

『庄原バイオマス事業』 『機械評価額 報告と隔たり』  

バイオマス利活用プラント整備事業でグリーンケミカルは装置購入費を評価額よりも約 4 億 3400 万円高く市に報

告し、補助金を受けていた。 

庄原市より特定非営利活動法人日本動産鑑定に評価を委託し、現地調査などで機械購入時の価格を評価した。高橋

俊彰副市長は『専門の見識ある人の意見を聞いて判断すべきだった。今後事業を続ける場合にはチェックやリスク



管理の体制を整えたい』と話している。評価結果は中国四国農政局に提出し、適切な補助金額を計算し直す基準の

ひとつとなる。 

の記事が掲載されました。 

2013 年 6 月 28 日 

6 月 28 日付 ニッキン 総合第３面 

『ABL 取扱要領を作成』  

地域金融機関の態勢支援  

日本動産鑑定  

内部規程作成の為のたたき台として  

ご活用できる基本的な考え方を提供  

価格 105 万円（賛助会員 52.5 万円） 

2013 年 5 月 20 日 

5 月 20 日付 日本経済新聞 第１３面 

『動産担保、評価費用安く』 

電通子会社の電通国際情報サービスは日本動産鑑定と組み、 

年内に新システムを開発する。 

の記事が掲載されました。 

2013 年 4 月 26 日 

4 月 26 日付 ニッキン 総合第３面 『ABL 保証を積極活用』 

『外部提携で融資額引き上げ』『京都、福岡、千葉銀など』 

地方銀行は外部専門機関との提携による信用保証協会の流動資産担保融資制度（ABL 保証）を積極的に活用する。 

の記事が掲載されました。 

2013 年 4 月 5 日 

4 月 5 日付   

ニッキン 総合第３面 日本動産鑑定 『動産評価で情報交換』アドバイザーなど参加 

３月１９日都内で開催。金融機関や監督官庁など１３８機関２２３人が参加。 

フォローアップ研修・経済産業省の特別講演・パネル討論会も実施。 

の記事が掲載されました。 

2013 年 3 月 8 日 



3 月 8 日付   

ニッキン 特集 第 10 面  

『第 5 回 動産評価アドバイザー養成認定講座』 《開講のご案内》広告が掲載されました。  

その中に第 1 回～第 4 回の金融機関別認定者数が掲載されております。 

2013 年 3 月 1 日 

3 月 1 日付 ニッキン 総合第３面 

日本動産鑑定 『動産評価アドバイザー資格』 ポスト円滑化法で取得増へ 

記事が掲載されました。 

2013 年 1 月 29 日 

1 月 29 日付 河北新報  

【動産担保融資 被災地で増】  

この記事の中で動産評価アドバイザーを含む、 関連記事が記載されています。  

・東北の金融機関 18 人が取得（誤）⇒38 人が取得（正） 

2013 年 1 月 1 日 

1 月 1 日付 ニッキン 特集 第 10 面  

専門資格に挑戦『コンサル力』磨く  

スキル目利き力向上  リスク管理に効果 注目される三つの資格  

動産評価アドバイザー  “企業の実態”を把握 

2012 年 12 月 14 日 

ニッキン 第 8 面 総合 

石巻信金 ABL の取り組み加速  

７件・５億８０００万円融資 初の全店勉強会も開催 

2012 年 11 月 30 日 

ニッキン 第 6 面 広告欄  

第４回 動産評価アドバイザー養成認定講座 開講のご案内（第 1 回～第 3 回合格者一覧） 

2012 年 11 月 26 日 

日経ビジネス 特集 新しい金融  

こんな借り方があった。 『動産・債権担保融資 牛を担保にカネを貸す。』 



2012 年 11 月 23 日 

ニッキン 総合第 3 面  

動産評価アドバイザー 資格取得へ受験者増 日本動産鑑定 

2012 年 11 月 16 日 

ニッキン 第 18 面 人事管理・組合欄  

初のＡＢＬ研修開催 長野信金、営業店の融資統括役席対象に 

2012 年 11 月 9 日 

ニッキン 第 3 面 広告欄  

第４回 動産評価アドバイザー養成認定講座 開講のご案内 

2012 年 11 月 8 日 

日本経済新聞 東北経済面 第 39 面  

地銀、融資担保多彩に評価資格応募、東北が 1 位 

201 2 年 11 月 2 日 

ニッキン 総合第 3 面  

日本動産鑑定の動産評価アドバイザー 資格認定が 114 人と急増 地域銀や信金から多数 

2012 年 10 月 19 日 

ニッキン 第 3 面  

日本動産鑑定、大分県信組でＡＢＬ勉強会 

2012 年 9 月 21 日 

ニッキン 第 18 面  

北陸地区信金協、出口戦略の研修会、ＡＢＬ活用へ 40 人受講。 

2012 年 9 月 4 日 

日本経済新聞新聞（第 1 面）「金融ニッポン（第 2 部原点に返る①） 企業育成こそ融資の王道」の記事の「目利

き力を鍛錬」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2012 年 8 月 20 日 



8 月 20 日付 日本経済新聞 金融第 5 面  『動産担保融資 被災地で拡大 七十七銀など地価下落で新手法』の 

記事が掲載されました。 

2012 年 7 月 6 日 

7 月 6 日付 ニッキン（日本金融通信社）新聞（7 月 6 日付）  第 3 面に『資格取得の動きが加速「動産評価アド

バイザー」』 についての記事が掲載されました。 

2012 年 6 月 29 日 

6 月 29 日付 日本経済新聞 経済第５面 列島金融フラッシュ 『動産・債権担保融資 東北５地銀が強化』の記

事が掲載されました。 

2012 年 6 月 21 日 

6 月 21 日付 日本経済新聞 東北経済第 35 面 『動産・債権を担保に融資 東北の地銀、拡充評価者の資格行員

取得促進』の記事が掲載されました。 

2012 年 6 月 18 日 

十勝毎日新聞 第 2 面 『初の「動産評価アドバイザー」に』の記事が掲載されました。 

2012 年 6 月 6 日 

6 月 6 日付 東奥日報 経済第 4 面に『動産評価アドバイザー認定試験 寺井さん（青森銀行）本県合格 1 号 

「経営支援に役立てたい」』の記事が掲載されました。 

 

Ẍ 1  ṇ  

認定試験合格おめでとうございます。 

動産評価アドバイザーの名称を名刺等に記載される場合は 

『動産評価アドバイザーA201205000 ●●●』とご記入をお願い申し上げます。 

但し、名刺のスペース等の問題がある場合は、『動産評価アドバイザー』だけでも可能です。 

【ご参考】『動産評価アドバイザー』は特定非営利活動法人 日本動産鑑定の登録商標です。  

2012 年 6 月 4 日 

6 月 2 日付 信濃毎日新聞に『八十二銀と長野信金 動産評価の資格試験 計 2 人合格』の記事が掲載されまし

た。 



2012 年 6 月 1 日 

6 月 1 日付 ニッキン（日本金融通信社）新聞第 1 面  

『動産評価アドバイザー誕生 45 機関・64 人を初認定 千葉銀、七十七銀、浜松信金など』の記事が掲載されま

した。 

Ẍṟ 1  ṇ  Ṡ 

認定試験 平成 24 年 5 月 19 日実施  

認定日   平成 24 年 5 月 31 日認定  

認定者内訳 

中央銀行・政策金融機関・・・3 名 

都市銀行・・・2 名  その他銀行・・・1 名 

信託銀行・・・1 名  地方銀行・・・35 名 

信金・・・7 名  信組・・・1 名 

信用保証協会・・・4 名  弁護士・・・1 名 

公認会計士・税理士・・・1 名 一般企業・・・7 名 

その他・・・1 名  合計 64 名 

合格おめでとうございます。 

合格されました皆様には、認定証をお送り致します。 

認定証には認定番号が付与されています。  

動産評価アドバイザーの同志の皆様方 

今後皆様と共に動産評価の普及に努めていきたいと思います 

今後の皆様のご活躍を心よりお祈り致します。 

 

2012 年 5 月 30 日 

5 月 28 日付 日刊工業新聞 第 1 面に『「動産」評価のプロ誕生、日本動産鑑定認定制度実施 64 人が受験、在庫

や設備の価値適正に』の記事が掲載されました 

Ẍֿפ  

第 1 回 「動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験」募集終了！ 

（養成認定講座 5 月 14 日～5 月 18 日 認定試験 5 月 19 日開催）  

定員 50 名、参加者 64 名で締め切りをさせて頂きました。 



多数のご参加をいただき心より感謝申し上げます。 

参加者内訳 

中央銀行・政策金融機関・・・3 名 

都市銀行・・・2 名  その他銀行・・・1 名 

信託銀行・・・1 名  地方銀行・・・35 名 

信金・・・7 名  信組・・・1 名 

信用保証協会・・・4 名  弁護士・・・1 名 

公認会計士・税理士・・・1 名 一般企業・・・7 名 

その他・・・1 名  合計 64 名 

次回予定 

第 2 回「動産評価アドバイザー養成認定講座・認定試験」 

（養成認定講座 10 月 15 日～10 月 19 日 認定試験 10 月 20 日開催予定) 

6 月初旬より参加募集を開始致します。 

ご参加のお申込をお待ちしております。 

2012 年 4 月 13 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 3 面「動産評価アドバイザー 地域金融機関の受験者多数 リレバン対応へ目

利き力」の記事が掲載されました。 

2012 年 2 月 24 日 

2 月 24 日付ニッキン（日本金融通信社）新聞 17 面に「動産評価アドバイザー」認定制度の概要の記事、及び 2 月

17 日、弊法人開催の「賛助会員の集い」及び情報交換会の記事が掲載されました。 

2012 年 2 月 20 日 

2012 年 2 月 17 日（金）午後 1 時 00 分～5 時 00 分、弊法人開催の『賛助会員の集い』及び情報交換会が、東京

都中央区立月島社会教育会館にて 176 名のご参加のもとに行われました。 

賛助会員の金融機関様をはじめ各企業様の紹介と新たなビジネスチャンス拡大のための情報交換等盛況のうちに行

われました。 

2012 年 1 月 13 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 2 面に「〝動産評価〟の新資格制度」の記事が掲載されました。 

Ẍ201 Ễ 1 1 פֿ   

2011 年 12 月 12 日 
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日本動産鑑定の関連会社である(株)リマーケット・エージェンシーは、賛助会員の「GoIndustry DoveBid 

Japan( 株)」様とビジネスマッチング契約締結金融機関の取引先様向けに、各種条件による日本国内の工場設備等に

関する一括処分の支援として「顧客紹介に関する協定書」を締結しました。 今後、(株)リマーケット・エージェン

シーは、ビジネスマッチング契約締結金融機関様向けに提案を予定。 

2011 年 11 月 29 日 

日本経済新聞東北経済（39 面）に「青森銀行、動産担保融資 特定非営利活動法人日本動産鑑定と業務提携」の記

事が掲載されました。 

2011 年 11 月 28 日 

（株）ＴＫＣ発行「戦略経営者」12 月号トピックスに当法人理事長久保田清が寄稿いたしました「動産担保融資は

企業の透明性を高める」がＰ26 に掲載されました。 

2011 年 11 月 24 日 

11 月 23 日付 日本経済新聞第 4 面（経済１）欄に「広島銀行、在庫担保融資手順を標準化し、支店でも扱う」に

おいて提携先の動産評価機関である特定非営利活動法人日本動産鑑定の記事が掲載されました。 

2011 年 10 月 27 日 

10 月 26 日付 日本経済新聞第 4 面（経済１）に「八十二銀行、商品在庫などを担保とする動産担保融資を強化する

ため、特定非営利活動法人日本動産鑑定と業務提携」の記事が掲載されました。 

2011 年 10 月 25 日 

10 月 21 日 ニッキン（日本金融通信社）新聞第 6 面に「八十二銀行 リマーケット社と業務提携」に日本動産鑑

定の関係会社(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 10 月 20 日 

近代セールス No.1141 号（11 月 1 日発刊）「特集 ＡＢＬで中小企業を支援する」（Ｐ12～Ｐ43）に当法人理事

長久保田清が寄稿いたしました「レポート 日本動産鑑定が倉庫会社と共同で展開する動産管理業務」（Ｐ36～Ｐ

40）が掲載されました。 

2011 年 10 月 17 日 

10 月 13 日付日本経済新聞（長野経済欄）に「八十二銀行、動産担保融資への取組み強化のため特定非営利活動法

人日本動産鑑定と業務提携」の記事が掲載されました。 

2011 年 10 月 11 日 



10 月 5 日の信濃毎日新聞（第 6 面）「八十二銀行、全国展開の資産売買仲介業者と取引先紹介で提携」の記事に当

法人の関連会社の㈱リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

 

10 月 6 日の日本経済新聞（第 31 面長野経済版）「八十二銀行 在庫売却あっせん仲介業者と提携」の記事に当法

人の関連会社の㈱リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 10 月 3 日 

ＡＢＬ協会ニューズレター第 2 号（10 月 1 日発行）に当法人理事長久保田清が寄稿いたしました「動産・債権担保

融資の普及に向けて」が掲載されました。 

2011 年 8 月 17 日 

8 月 11 日の日刊工業新聞第 11 面「動産担保融資を支援 JA 三井リースなど、銀行と提携 評価や管理代行、活用

促す」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 8 月 4 日 

日本経済新聞第 4 面「三大銀が在庫担保融資 日銀制度活用 中小に低利で」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 7 月 12 日 

このたび下記住所に移転いたしましたので、ご案内申し上げます。 

東京都中央区日本橋富沢町 4-1 ミズホビル 4 階 

新所在地はこちら 

※電話番号に変更はございません。 

2011 年 6 月 17 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 1 面「地域銀対象に復興支援研究会 マッチング連携、40 行超え 被災地から

事例報告」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 5 月 13 日 

5 月 10 日 読売新聞に「在庫売却や原料仕入先 秋田銀行が新業務」に日本動産鑑定の関係会社(株)リマーケッ

ト・エージェンシーが掲載されました。 

5 月 13 日 日本経済新聞（東北版）に「青森銀行と秋田銀行 在庫処理で企業支援」に日本動産鑑定の関係会社

(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 4 月 29 日 

file:///C:/Program%20Files%20(x86)/ffftp/顧客関係/動産鑑定（新）/corporate/index.html%23access


ニッキン（日本金融通信社）新聞第 7 面「高知銀行 顧客の在庫売却を支援」に日本動産鑑定の関係会社(株)リマ

ーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 4 月 27 日 

2011 年 4 月 18 日高知銀行様より、当法人の関係会社「株式会社リマーケット・エージェンシー」との業務提携に

ついてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔高知銀行ＨＰ→ニュースリリース〕→お客様の在庫適正化に向けた取組みについて】 

2011 年 4 月 22 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 1 面「復興支援スキーム立ち上げ 地域銀など 30 行超が連携 被災地企業向

けマッチング」に日本動産鑑定の関係会社(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 4 月 21 日 

日本経済新聞「被災企業対象に取引先を紹介」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 4 月 5 日 

一般社団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）よりプライバシーマークの付与が更新認定されました。 

認定番号：第１０８６１７８３（０２）号 

今後も、「個人情報保護方針」に則り、更なる個人情報の適切な取扱と厳格な保護に努めてまいります。 

2011 年 4 月 5 日 

金融財政事情研究会発刊（春号 2011 年 4 月 5 日）「季刊：事業再生と債権管理」に、「特集 2：ABL（動産・債

権担保融資）の積極展開のために ―問題点と解決策―」（Ｐ66～Ｐ102 ）に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 3 月 25 日 

・ ニッキン（日本金融通信社）新聞第 7 面「在庫の流通複線化を支援 地域銀 11 行がリマケ社と提携」に日本

動産鑑定の関係会社(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 3 月 4 日 

社団法人日本商工倶楽部発行の「商工クラブ」2 月号に、弊法人久保田理事長が講演した「動産評価を活用した企

業ファイナンスの新たな展開」が掲載されております。 

2011 年 1 月 28 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 3 面「日本動産鑑定 動産評価で研究会 30 地銀など 68 人が参加」が掲載さ

れました。 

http://www.kochi-bank.co.jp/index.html


【1/20 、2/2 の両日に開催された「動産評価とリレーションシップバンキングに関する研究会」に地方銀行、信用

金庫等合わせて 53 金融機関、113 名のご参加をいただき、活発な討議が交わされました】 

2011 年 1 月 24 日 

週刊金融財政事情（1 月 24 日号 P26～P31）に理事長と多胡秀人氏が共同で寄稿しました｢動産評価を軸にリレー

ションシップバンキング再構築｣が掲載されました。 

2011 年 1 月 14 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 17 面「山口銀行、もみじ銀行 リマーケットと業務提携で締結」に当法人の関

連会社(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2011 年 1 月 13 日 

日本経済新聞第 10 面「三井倉庫、商品在庫担保用倉庫を全国で展開 中小企業、融資受けやすく」に日本動産鑑定

が掲載されました。 

【詳細はこちらより〔三井倉庫ＨＰ→ニュース「動産担保融資支援サービスを開始」〕】 

2011 年 1 月 12 日 

日本経済新聞【東北版】に「岩手銀行 動産担保融資を強化」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2011 年 1 月 11 日 

2011 年 1 月 7 日岩手銀行様より「動産担保融資（ABL）への取組強化について」に当法人との業務提携がニュー

スリリースされました。 

【詳細はこちらより〔岩手銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2011 年 1 月 1 日 

年頭のご挨拶 

2010 年 12 月 28 日 

日本経済新聞【地域版版】に「山口フィナンシャルグループ（山口銀行、もみじ銀行） 過剰在庫処分で取引先中

小支援」に当法人の関連会社(株)リマーケット・エージェンシーが掲載されました。 

2010 年 12 月 27 日 

12 月 27 日（月）山口フィナンシャルグループ（山口銀行、もみじ銀行）様より当法人の関連会社「在庫の流通市

場を運営する(株)リマーケット・エージェンシーとのビジネスマッチング契約の締結」がニュースリリースされま

した。 

http://www.mitsui-soko.co.jp/
http://www.iwatebank.co.jp/index0-1.html
https://www.ndk-abl.org/news/110101.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/110101.pdf


2010 年 12 月 10 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 4 面「埼玉りそな銀行 取引先の在庫売却支援」に日本動産鑑定が掲載されま

した。 

2010 年 12 月 3 日 

12 月 3 日（金）紀陽銀行様より当法人の関連会社「(株)リマーケット・エージェンシーとの在庫適正化に向けたビ

ジネスマッチング業務開始について」がニュースリリースされました。 

2010 年 11 月 30 日 

月刊金融ジャーナル 12 月号（Ｎo.648 ）6 ページ今日の問題「動産評価は企業実態の把握」に日本動産鑑定が掲載

されました。 

2010 年 11 月 30 日 

日本経済新聞【埼玉版】第 35 面「埼玉りそな銀行 在庫処分先を紹介 取引先の資金繰り支援」に日本動産鑑定が

掲載されました。 

2010 年 11 月 19 日 

金融経済新聞（11 月 15 日付）に「京都銀行は取引先の資金繰り安定化を図る目的に、(株)リマーケット・エージ

ェンシーとの間でビジネスマッチングに関する基本契約書を締結」に日本動産鑑定が掲載されました。及び京都銀

行ホームページ（11 月 8 日付）のニュースリリース欄に上記の記事が掲載されました。 

2010 年 10 月 22 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 6 面「地銀 12 行 リマーケット・エージェンシー社の新流通市場を活用取引先

の在庫処分で提携 営業キャッシュフロー改善」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2010 年 10 月 1 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 7 面「山陰合同銀行 取引先の在庫売却支援 流通市場と初の業務提携」に日

本動産鑑定が掲載されました。 

2010 年 9 月 28 日 

日本経済新聞（中国版）第 39 面「山陰合同銀行 在庫整理を支援 中小顧客に提携先紹介」に日本動産鑑定が掲載

されました。 

2010 年 9 月 17 日 



ＮＨＫ総合テレビ：ニュースウオッチ 9 で日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：9 月 16 日（木）午後 9：00～10：00 

2010 年 9 月 17 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 16 面「普及期に入った動産担保融資」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2010 年 9 月 15 日 

9 月 14 日（火）日刊工業新聞 34 面に「東京都（事業用動産）担保融資。保証機関を追加制度拡充」の記事に当法

人のコメントが掲載されております。 

2010 年 8 月 25 日 

ＮＨＫ松山放送局で日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：8 月 23 日（月）18：10～ 

番組名：いよかんワイド「ディレクターズアイ」 

放送日時：8 月 24 日（火）7：45～ 

番組名：おはようえひめ 

2010 年 7 月 28 日 

7 月 28 日（水）日経産業新聞第 8,9 面の全面に当法人および当法人の賛助会員である金融・損保業界、倉庫業界、

流通・物流業界企業 5 社による動産評価座談会「動産評価を活用・企業ファイナンスに新たな展開」の記事が掲載

されました。 

2010 年 7 月 8 日 

“特定非営利活動法人日本動産鑑定・関連会社ニュース” 

7 月 8 日（木）日本動産鑑定の関連会社「株式会社リマーケット・エージェンシー」は、この度取扱い業務の一環

として損害保険代理店の登録手続がここに完了しました。代理店業務の開始に当たりましては日本動産鑑定の賛助

会員であります「株式会社損害保険ジャパン」並びに「あいおい損害保険株式会社」2 社との損害保険代理店委託

契約を締結致しました。 

2010 年 6 月 11 日 

5 月 18 日、25 日に開催された「損害保険ジャパン主催の金融セミナー（動産担保融資に関わる課題と解決策）」

の記事が、日本保険新聞（2010. 5.21 ）、週刊インシュアランス（2010.6.10 号 P18、P19）、月刊ライト

（2010.6 月号 P40、P41）に掲載されました。 



2010 年 6 月 8 日 

ユソー新聞（6 月 7 日第 12 面）、損保ジャパン主催の金融機関セミナーに際し、動産担保融資＝倉庫機能が「見え

る化」に寄与の記事が掲載されました。 

2010 年 6 月 4 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 7 面「東京スター銀行 ABL 提案を強化」に当法人と業務提携の記事と第 15 面

「ABL の基礎知識④ABL の課題」が掲載されました。 

2010 年 5 月 28 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 1 面「ABL 促進へ新たな仕組み 動産評価、倉庫、損保が連携」と第 15 面

「ABL の基礎知識③広がる動産評価から管理・処分」が掲載されました。 

2010 年 5 月 25 日 

日刊工業新聞第 21 面に「動産ビジネス普及期に 在庫評価通じ経営支援」が掲載されました。 

2010 年 5 月 21 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 15 面ホットコーナーに「ABL の基礎知識②動産評価の仕組み」が掲載されま

した。（４回の連載です） 

2010 年 5 月 14 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 15 面ホットコーナーに「ABL の基礎知識①ABL とは何か」が掲載されまし

た。（今週より４回の連載です） 

2010 年 4 月 20 日 

4 月 17 日（土）高知新聞に「高知銀行 マグロ担保に融資」（日本動産鑑定と連携した独自融資の第一号）の記事

が掲載されました。 

2010 年 9 月 17 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 16 面「普及期に入った動産担保融資」に日本動産鑑定が掲載されました。 

2010 年 9 月 15 日 

9 月 14 日（火）日刊工業新聞 34 面に「東京都（事業用動産）担保融資。保証機関を追加制度拡充」の記事に当法

人のコメントが掲載されております。 

2010 年 8 月 25 日 



ＮＨＫ松山放送局で日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：8 月 23 日（月）18：10～ 

番組名：いよかんワイド「ディレクターズアイ」 

放送日時：8 月 24 日（火）7：45～ 

番組名：おはようえひめ 

2010 年 7 月 28 日 

7 月 28 日（水）日経産業新聞第 8,9 面の全面に当法人および当法人の賛助会員である金融・損保業界、倉庫業界、

流通・物流業界企業 5 社による動産評価座談会「動産評価を活用・企業ファイナンスに新たな展開」の記事が掲載

されました。 

2010 年 7 月 8 日 

“特定非営利活動法人日本動産鑑定・関連会社ニュース” 

7 月 8 日（木）日本動産鑑定の関連会社「株式会社リマーケット・エージェンシー」は、この度取扱い業務の一環

として損害保険代理店の登録手続がここに完了しました。代理店業務の開始に当たりましては日本動産鑑定の賛助

会員であります「株式会社損害保険ジャパン」並びに「あいおい損害保険株式会社」2 社との損害保険代理店委託

契約を締結致しました。 

2010 年 6 月 11 日 

5 月 18 日、25 日に開催された「損害保険ジャパン主催の金融セミナー（動産担保融資に関わる課題と解決策）」

の記事が、日本保険新聞（2010.5.21 ）、週刊インシュアランス（2010.6.10 号 P18、P19）、月刊ライト

（2010.6 月号 P40、P41）に掲載されました。 

2010 年 6 月 8 日 

ユソー新聞（6 月 7 日第 12 面）、損保ジャパン主催の金融機関セミナーに際し、動産担保融資＝倉庫機能が「見え

る化」に寄与の記事が掲載されました。 

2010 年 6 月 4 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 7 面「東京スター銀行 ABL 提案を強化」に当法人と業務提携の記事と第 15 面

「ABL の基礎知識④ABL の課題」が掲載されました。 

2010 年 5 月 28 日 

ニッキン（日本金融通信社）新聞第 1 面「ABL 促進へ新たな仕組み 動産評価、倉庫、損保が連携」と第 15 面

「ABL の基礎知識③広がる動産評価から管理・処分」が掲載されました。 



2010 年 5 月 25 日 

日刊工業新聞第 21 面に「動産ビジネス普及期に 在庫評価通じ経営支援」が掲載されました。 

2010 年 5 月 21 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 15 面ホットコーナーに「ABL の基礎知識②動産評価の仕組み」が掲載されま

した。（４回の連載です） 

2010 年 5 月 14 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 15 面ホットコーナーに「ABL の基礎知識①ABL とは何か」が掲載されまし

た。（今週より４回の連載です） 

2010 年 4 月 20 日 

4 月 17 日（土）高知新聞に「高知銀行 マグロ担保に融資」（日本動産鑑定と連携した独自融資の第一号）の記事

が掲載されました。 

2010 年 4 月 16 日 

高知銀行様より「当法人の評価鑑定活用により冷凍マグロを担保にした動産担保融資を実行」についてニュースリ

リースされました。 

【詳細はこちらより〔高知銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2010 年 4 月 15 日 

3 月 30 日全国サービサー協会発刊「サービサーの債権回収読本（債務者の信用状態に応じた再生型回収を）」に、

「第 2 編：ABL 実務の動向（特定非営利活動法人日本動産鑑定の新業務プロセスの特徴）」（Ｐ56～Ｐ99）が掲載

されました。 

2010 年 4 月 15 日 

4 月 5 日金融財政事情研究会発刊「季刊：事業再生と債権管理」に、「特集 2：ABL（流動動産担保融資）の普及の

ために 評価鑑定から管理、処分までの質的向上が鍵」（Ｐ62～Ｐ67）が掲載されました。 

2010 年 3 月 29 日 

3 月 29 日（月）物流ニッポン新聞第 16 面に、「三井倉庫 動産担保の管理ノウハウを提供 年内メド 100 社ネッ

ト」の記事の中に、今後日本動産鑑定とタイアップし全国各地で説明会が開催される旨掲載されました。 

2010 年 3 月 23 日 

http://www.kochi-bank.co.jp/


3 月 19 日（金）ニッキン新聞（日本金融通信社）第 16 面に、「山口銀行、もみじ銀行 日本動産鑑定とＡＢＬ強

化で提携」の記事が掲載されました。 

2010 年 2 月 25 日 

山口銀行様より当法人との業務提携についてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔山口銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2010 年 2 月 25 日 

もみじ銀行様より当法人との業務提携についてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔もみじ銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2010 年 2 月 23 日 

2 月 22 日（月）輸送新聞第 7 面に、「センコー荷主向けセミナー開催」の中で、「久保田理事長が動産評価につい

て講演」の記事が掲載されました。 

2010 年 2 月 22 日 

2 月 20 日（土）の日本経済新聞第 4 面に、損保ジャパン「動産担保融資、割安で補償」の中に、当法人との業務提

携の記事が掲載されました。 

2010 年 2 月 12 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 7 面に、北日本銀行は、「動産担保融資（ＡＢＬ）を軸に融資能力向上」とし

て日本動産鑑定と業務提携の記事が掲載されました。 

2010 年 1 月 25 日 

北日本銀行様より当法人との業務提携についてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔北日本銀行ＨＰ→新着情報〕】 

2010 年 1 月 1 日 

年頭のご挨拶 

2009 年 12 月 25 日 

第四銀行様より当法人との業務提携についてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔第四銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2009 年 12 月 11 日 

http://www.yamaguchibank.co.jp/
http://www.momijibank.co.jp/
http://www.kitagin.co.jp/index.html
https://www.ndk-abl.org/news/100101.pdf
https://www.ndk-abl.org/news/100101.pdf
http://www.daishi-bank.co.jp/


日経産業新聞第 26 面に「動産担保融資成立条件（下）金融機関には――― 評価や換金にノウハウを」の記事が掲

載されました。 

2009 年 12 月 1 日 

11 月 30 日付の輸送新聞第 8 面に「倉庫業の役割と活用 動産担保セミナーを開催」の記事が掲載されました。 

2009 年 10 月 30 日 

日経産業新聞第 16 面に〔三井倉庫（株） 「動産担保」在庫瞬時に。倉庫会社に管理ノウハウ提供を始める〕の記

事に日本動産鑑定との業務提携の内容が掲載されました 。 

2009 年 10 月 30 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 6 面に「動産担保融資 多様化するＡＢＬ 広島銀行 ナマコや中古車など担

保」の記事に当法人との取り組みが掲載されました。 

2009 年 10 月 1 日 

（社）金融財政事情研究会発刊の季刊誌「事業再生と債権管理（NO.126 秋号）」（Ｐ131 ～Ｐ138 ）に「ＡＢＬ実

務の動向と特定非営利活動法人日本動産鑑定の新業務プロセスの特徴」が掲載されました。 

2009 年 9 月 25 日 

リサイクル通信（第 232 号）に、「企業の在庫を評価・売却」の記事が掲載されました。 

2009 年 8 月 24 日 

8 月 22 日付 沖縄タイムスに、沖縄事業再生研究会主催による「動産担保融資の仕組みと実態」の講演会が掲載さ

れました。 

2009 年 8 月 24 日 

8 月 21 日付 琉球新報に、沖縄事業再生研究会主催による「動産担保融資の仕組みと実態」の講演会が掲載されま

した。 

2009 年 8 月 14 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 3 面に「熊本県信用保証協会 簿価の 70％保証枠設定（日本動産鑑定を活

用）」の記事が掲載されました 。 

2009 年 8 月 7 日 



ニッキン新聞（日本金融通信社）第 3 面に「食品事業者向けにＡＢＬ研究会（岩手県）」の記事が掲載されまし

た。 

2009 年 7 月 22 日 

テレビ東京「ガイアの夜明け」で日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：7 月 21 日（火）夜 10 時 00 分～10 時 54 分 

2009 年 6 月 30 日 

6 月 29 日付の輸送新聞第 5 面に「商品在庫を預かる物流会社向け動産担保融資セミナーを開催」の記事が掲載され

ました。 

2009 年 6 月 26 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 3 面に「企業向けＡＢＬ説明会（熊本県信用保証協会）」と、第 7 面に第二地

銀 08 年度「ＡＢＬ」 の記事が掲載されました。 

2009 年 6 月 19 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 7 面に（高知銀行 日本動産鑑定と提携で「ＡＢＬ」を促進）の記事が掲載さ

れました。 

2009 年 6 月 9 日 

6 月 8 日付の輸送新聞第 2 面に「中小企業支援に向けて 在庫管理機能が必要」の記事掲載、第 8 面には書籍「動

産担保革命」および物流会社対象のセミナー（6/17 開催）が紹介されました。 

2009 年 6 月 1 日 

6 月 1 日発刊の月刊ロジスティクス・ビジネス（特集 1 部 物流金融入門「物流企業と金融機関を結びつける」と

特集 3 部 「動産担保融資（ＡＢＬ）は使えるか」）に掲載されました。 

2009 年 5 月 29 日 

高知銀行様より当法人との業務提携についてニュースリリースされました。 

【詳細はこちらより〔高知銀行ＨＰ→ニュースリリース〕】 

2009 年 5 月 25 日 

5 月 25 日の朝日新聞第 6 面に、「【動産】鑑定団登場 資金難企業にＮＰＯ一役」の記事が掲載されました。 

2009 年 5 月 22 日 

http://www.kochi-bank.co.jp/index.html
http://www.kochi-bank.co.jp/index.html


農林水産省ホームページ 農林水産分野でのＡＢＬへの取組事例（海産物）で「広島銀行 乾燥ナマコの在庫を担

保に融資を実施。在庫の評価については、特定非営利活動法人日本動産鑑定の鑑定評価を活用(21 年 4 月）」が紹

介されました。 

2009 年 5 月 15 日 

5 月 15 日のニッキン新聞（日本金融通信社）第 19 面の図書案内に、書籍「動産担保革命」が紹介されました。 

2009 年 5 月 12 日 

6 月 17 日（水）の金融ファクシミリ新聞社セミナーにおいて、倉庫会社、物流会社にご勤務の方を対象とした、動

産担保融資講演会が開催されます。  

【お申し込みはこちらから】 

2009 年 4 月 30 日 

4 月 23 日付の繊研新聞第 1 面に「日本動産鑑定 中小の資金繰り支援」の記事が掲載されました。 

2009 年 4 月 24 日 

ニッキン新聞（日本金融通信社）第 3 面に「日本動産鑑定 肥育牛の評価で日ハム出資会社（ニッポンフィード株式

会社）と提携」の記事が掲載されました。 

【詳細はこちらより〔PDF〕】 

2009 年 4 月 15 日 

中国新聞第 16 面に「広島銀、加工品業者にナマコ担保に 2500 万円融資」の記事が掲載されました。 

【広島銀行様のＨＰでも確認できます】 

2009 年 4 月 14 日 

6 月 2 日（火）の金融ファクシミリ新聞社セミナーにおいて、専門士業向けの動産担保融資講演会が開催されま

す。  

【お申し込みはこちらから】 

2009 年 4 月 8 日 

4 月 8 日の琉球新報に、「琉銀が動産担保融資（大型トラッククレーン担保）日本動産鑑定が評価鑑定」の記事が

掲載されました。 

：4 月 24 日のニッキン新聞（日本金融通信社）第 6 面にも記事が掲載されました。 

【琉球銀行様のＨＰでも確認できます】 

2009 年 3 月 11 日 

http://www.fng-net.co.jp/seminar/smnlist.html
file:///C:/Program%20Files%20(x86)/ffftp/顧客関係/動産鑑定（新）/news/090424.pdf
http://www.hirogin.co.jp/ir/news/paper/news090410.html
http://www.fng-net.co.jp/seminar/smn1204.html
http://www.ryugin.co.jp/news/2009/0403.htm


3 月 11 日の日本経済新聞第 4 面「商品在庫の担保評価しやすく」の記事が掲載されました。  

【管理業務スキーム図】へリンク（PDF） 

2009 年 2 月 20 日 

2 月 20 日のニッキン新聞（日本金融通信社）第 17 面に、「【動産担保融資】で資金繰り支援」の記事が掲載され

ました。 

2009 年 2 月 18 日 

2 月 16 日発売の近代セールス（雑誌 3 月 1 日号）に「【特別レポート】特定非営利活動法人日本動産鑑定が開発

した動産評価の新システム」（Ｐ66～Ｐ70）が掲載されました。 

2009 年 2 月 12 日 

2 月 12 日の日本経済新聞第 5 面に、「金融力（中小融資、新発想で開拓）」の記事が掲載されました。 

2009 年 2 月 10 日 

2 月 10 日のフジサンケイ ビジネスアイ新聞第 16 面に、「店頭在庫も担保 中小資金支援」の記事が掲載されまし

た。 

2009 年 2 月 10 日 

2 月 9 日の輸送新聞第 1 面に、「動産評価システム 倉庫機能を活用」の記事が掲載されました。 

2009 年 2 月 6 日 

ＮＨＫ総合テレビで日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：2 月 6 日（金）朝 7 時 45 分～8 時 00 分（内 約 5 分間） 

番組名：おはよう日本 「首都圏」  

2009 年 2 月 3 日 

ＮＨＫ新潟放送局で日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：2 月 3 日（火）18 時 10 分～19 時 00 分（内 約 10 分間） 

番組名：新潟ニュース 610  

2009 年 2 月 3 日 

ＮＨＫ甲府放送局で日本動産鑑定が放映されました。 

https://www.ndk-abl.org/news/090311.pdf


放送日時：2 月 3 日（火）18 時 10 分～19 時 00 分（内 約 10 分間） 

番組名：まるごと山梨 

2009 年 1 月 29 日 

ＮＨＫ総合テレビで日本動産鑑定が放映されました。 

放送日時：1 月 28 日（水）18 時 10 分～19 時 00 分（内 約 10 分間） 

番組名：首都圏ネットワーク  

2009 年 1 月 13 日 

1 月 13 日の日刊工業新聞第 1 面に、「動産評価方法および動産評価システムを活用しての新たな管理業務（モニタ

リングを含む）の取組みについて」の記事が掲載されました。 

2009 年 1 月 8 日 

1 月 8 日の日本経済新聞 4 面に、ビジネスモデル特許ならびに管理業務（モニタリング）についての記事が掲載さ

れました。 

2009 年 1 月 8 日 

「動産評価方法および動産評価システム」の ビジネスモデル特許取得のお知らせ。 

2009 年 1 月 1 日 

年頭のご挨拶 

2008 年 12 月 26 日 

トップページリニューアル致しました 

2008 年 6 月 27 日 

「金融ファクシミリ新聞社セミナー」の申し込み開始 

【本ページ下段“ご案内”欄を参照願います。】 

2008 年 6 月 17 日 

京都銀行は「流動資産担保融資保証制度（ＡＢＬ）」を活用して、融資枠を設定しました 
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